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Ⅰ． 制度の概要 

 

１ 目的 

 

札幌市建築物環境配慮制度は、事業者が自ら環境性能等の評価を行うことにより、良質で、省資源、省エネルギーに配

慮した建築物の普及により、環境保全型産業の拡充・振興を通じて、持続可能である環境配慮が根付いた街への誘導を目

指す制度です。 

 

２ 根拠法令 

 

・札幌市生活環境の確保に関する条例（平成 14年札幌市条例第５号、平成 19年一部改正、平成22年一部改正条例第６

０号） 

・札幌市生活環境の確保に関する条例施行規則（平成15年札幌市規則第４号、平成19年一部改正、平成22年一部改正、

平成 29年一部改正、令和 3年一部改正） 

・建築物環境配慮指針（平成 19年札幌市告示第 1065 号、令和 3年一部改正）   

  評価マニュアル編 参照 

 

◆札幌市建築物環境配慮制度は「札幌市生活環境の確保に関する条例」に基づく制度です。（施行：平成 19年 11月 1日）

制度の対象となる建築物の建築主は「建築物環境配慮指針」に従い建築物の総合的な環境性能評価を行い、その結果を所

定の様式で札幌市に届出します。 

 なお、本制度は建築基準法第 6条及び第 18条に基づく建築基準関係規定には該当しません。 

従って「確認申請」や札幌市条例に基づく「建築にあたっての事前届出書」の提出、審査とは直接関係しません。 
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３ 届出対象 

 

◆届出対象 

延べ面積の合計が 300 平方メートル以上の建築物の新築・増築・改築を行う場合。 

※10 平方メートルを超え 300 平方メートル未満の建物も評価、環境配慮計画書の提出をすることができます。 

 

＜注意＞ 

（ア） 延べ面積は容積率計算の際に除外する部分も含めた面積（確認申請書の「第３面 11.イ 建築物全体」欄の申請

部分面積）で捉えてください。 

（イ） 同一区域内に複数の対象となる建築物を計画する場合は、棟別に届出が必要です。 

ただし、空調等の熱源機器等、一次エネルギーに係る設備を共有している場合は、一つの建物とし面積を合算して

ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

   （ウ）増築、改築の場合は、増改築部分の面積に応じ届出が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

※不明な点は、環境局環境都市推進部環境エネルギー課 ０１１－２１１－２８７２へ問合せ願います。 

 

 

 

 

 

 

＜同一区域内に複数の建築物を計画する場合（用途上不可分等）＞ 

200 ㎡

㎡ 

延べ面積 

 2,100 ㎡ 

延べ面積 

5,000 ㎡ 

敷地Ａ     届出（１）     届出（２）   

 

延べ面積 

200 ㎡ 

延べ面積 

150 ㎡ 

合計では 300㎡以上 

敷地Ｂ  任意（１）  任意（２） 

 

＜増築の場合＞ 

既存部分  

200 ㎡       

既存部分    増築部分 

400 ㎡      100 ㎡   

増築部分 

300 ㎡ 

届出                              任意 

  延べ面積 500 ㎡            延べ面積 500 ㎡ 
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Ⅱ． 届出について 

 

１ 計画書等の届出 

 

（１） 建築物環境配慮計画提出書（様式 4）の提出 

建築主は、工事に着手する ２１日前までに、建築物環境配慮計画提出書と、下表の延べ面積に応じて、CASBEE 札

幌（注の評価結果等を含む添付書類を１部提出してください。（評価については、評価マニュアル編を参照ください。） 

なお、計画提出書の概要は、ホームページなどにより公表します。 

（注：CASBEE（ｷｬｽﾋﾞｰ）札幌とは、政府支援の元、産官学共同プロジェクトにより開発された「建築物総合環境性能評価システム」

（CASBEE）に基づき札幌市の地域特性を考慮した評価ソフトです。） 

 

新築・増改築の延べ面積 建築物 住宅 

延べ面積 2,000 平方メートル以上 

【提出義務】 
CASBEE 札幌評価ソフトによる提出 

延べ面積 300 平方メートル以上 

2,000 平方メートル未満【提出義務】 

改正建築物省エネ法の省エネ計画書または省エネ届出書の

写しの提出 

延べ面積 10 平方メートルを超え 

300 平方メートル未満【任意提出】 
CASBEE 札幌評価ソフトによる提出 

ただし、延べ面積 300 平方メートル以上 2,000 平方メートル未満の建築物、住宅は CASBEE 札幌評価ソフトによる提出も

可とします。 

 

（２） 建築物環境配慮計画変更届出書（様式 4）の届出 

建築物の設計変更等により、既に届出をした内容に変更が生じる場合は、建築物環境配慮計画変更届出書によって、

変更等が決まったら速やかに届出をしてください。建築物環境配慮計画提出書の届出の際に添付した図書・図面等に変

更があった場合には、変更後のものを添付してください。 

ただし、床面積の増加を伴わないもの（建物の主たる用途の変更を除く）及び評価結果が変更前と同等以上となった場

合については、届出の必要はありません。 

 

（３） 新築等建築物工事完了届出書（様式 4 の 2）の届出 

建築物の工事が完了した場合は、新築等建築物工事完了届出書によって、工事完了日後速やかに、届出をしてくださ

い。なお、工事が完了したことは、ホームページなどにより公表します。 

なお、建築物の新築等を取りやめた場合は、取りやめ届出書により、速やかにその旨の届出をしてください。 

 

 

 

届出、問合せ窓口  札幌市環境局環境都市推進部環境エネルギー課 

札幌市中央区北１西２ （市役所本庁舎１２F） 電話：０１１－２１１－２８７２ 
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２ 添付書類 

 

（1） 建築物環境配慮計画提出書の提出時 

建築物環境配慮計画提出書と一緒に、次の添付書類等を提出してください。CASBEE 札幌および評価方法に

ついては、評価マニュアル編を参照願います。 

表―１ ： 添付書類等 

 種  類 備  考 

⑴ 
ＣＡＳＢＥＥ札幌の印刷物 

（公表部分のみ） 

 結果シート 

 スコアシート 

 重点項目評価シート 

⑵ ＣＡＳＢＥＥ札幌の電子データ  ＣＤ-Ｒ又はＤＶＤ-Ｒ 

⑶ 図面 

 配置図（できる限り緑化計画がわかるもの） 

 各階平面図 

 立面図 

 断面図 

 内外仕上げ表（主要な室の床・壁・天井の仕上げ） 

⑷ 省エネルギー性能がわかる図書 

 （建築物の場合）モデル建物法または標準入力法の計算結

果シート 

 （住宅の場合）省エネ届出書の写し 

※外皮性能及び一次エネルギーの数値がわかること。 

⑸ その他 

 札幌市重点評価項目及びレベル 4 以上の採点をした項目を

中心として、建築物環境配慮計画提出書作成の根拠資料を

求める場合があります。 

なお、内容や記載方法等について、ご不明な点がありましたら、問合せ窓口へご相談下さい。 

 

（２）建築物環境配慮計画変更届出書の届出時 

    新築等建築物環境配慮計画変更届出書に併せて、前述の表―１中の変更にかかわるものを届出してください。

ただし、建物主用途の変更及び評価結果のランクが上がる場合は、届出の必要はありません。 

 

  （３）建築物工事完了の届出 

 新築等建築物工事完了届出書および新築等建築物工事取りやめ届出書の届出の際は、添付書類は必要あ

りません。 
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３ 届出手続きのフロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○延べ面積 300 平方メートル以上の建築物を 
新築・増改築 

 

建築物に係る環境負荷低減措置等

の評価(CASBEE 札幌) 

 

建築物環境配慮計画書の作成 

工 事 着 工 

 

計画の変更 

 
工事の取りやめ 

 

工 事 完 了 

 

建築物環境配慮指針 

札幌市生活環境の確保に関する条例 

建築物環境配慮計画書受付 

ホームページ等での公表 

 

変更届受理 

工事取りやめ届受理 

工事完了届受理 

ホームページ等での公表 

 

工事完了後速やかに 

提出 

工事着手２１日前まで 

届出 

計画の変更（工事の取り
やめ）後速やかに 

建 築 主 等 札 幌 市 

※10 平方メートルを超え 300 平方メートル未満の

建築物でも評価、計画書の提出できます。 

≪対象建築物≫ 

建築物環境配慮計画書内容確認 

・延べ面積 2,000 平方メートル以上は、 

CASBEE 札幌評価ソフトによる提出 

・延べ面積 300 平方メートル以上 2,000 

平方メートル未満は省エネ計画書または 

省エネ届出書の写しの提出 
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４ 届出内容の公表 

 

（１）公表について 

提出された建築物環境配慮計画提出書のうち、以下の項目は札幌市環境局のホームページ上で公表されます。 

 

【公表される項目】 

・建築物の名称、建設地      ・建物概要（用途、構造、階数、床面積） 

・工事完了日（予定） 

・CASBEE 札幌（結果シート・スコアシート・重点項目評価シート） 

・建築主・設計者の名称（希望により） 

 

 

 

＜注意＞ 

(ア） 建築主名・設計者名の情報の公表を希望される場合は、建築物環境配慮計画提出書の確認欄に記載して

ください。 

(イ） 公表の内容は、建築主の方が自主的に評価された概要結果を掲載します。札幌市がその評価内容を認証

したものではありません。 

 

計画書の内容が確認でき次第、順次掲載します。 

届出概要の公表イメージ：一覧表（年度別、ランク別） 

 

 

≪建築物環境配慮計画 評価結果 公表内容≫ 

【結果シート】 【スコアシート】 【重点項目評価シート】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

札幌市建築物環境配慮制度ホームページ  http://www.city.sapporo.jp/kankyo/casbee/ 

 

 

http://www.city.sapporo.jp/kankyo/casbee/
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５ 届出書様式 

  

届出書様式は、次のとおりです。札幌市のホームページからダウンロードすることができます。Ｐ10 以降の記載例を参

考に記入してください。 

札幌市建築物環境配慮制度ホームページ http://www.city.sapporo.jp/kankyo/casbee/ 

 

１．新築等建築物環境配慮計画提出（変更届出）書  ：様式４   Ｐ10 

 

２．新築等建築物工事完了（取りやめ）届出書 ：様式４の２      Ｐ12 
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様式４ 

新築等建築物環境配慮計画提出（変更届出）書 

年  月  日 

（あて先）札幌市長 
               〒 

提出（届出）者 住 所 

氏 名 

（法人にあたっては、名称及び代表者の氏名） 
 

札幌市生活環境の確保に関する条例第２８条の４第１項（第２８条の４第３項・第２８条の５）の規定
により、建築物環境配慮計画書を作成（変更）しましたので、次のとおり提出し（届け出）ます。 

建 築 物 の 名 称  

建 築 物 の 所 在 地  

 

□計画書の提出に係る事項 

工 事 の 種 類 新 築 ・ 増 築 ・ 改 築 

建 
築 
物 
の 
概 
要 

構 造  
高 さ （ 階 数 ）      ｍ（地上  階・地下  階） 
延 べ 面 積      ｍ2 

用 途 
(うち主たるもの) ｍ2 
 ｍ2 

工 事 着 手 予 定 日 年   月   日 
工 事 完 了 予 定 日 年   月   日 

 

□計画書の変更の届出に係る事項 

変 更 事 項 変 更 前 変 更 後 
   

 
環境負荷低減措置その他の 
環境への配慮に関する措置 
及 び そ の 評 価 結 果 

別紙のとおり 

計 画 書 作 成 者 

の 氏 名 等 

住  所  
氏  名  
(法人にあっては、名称及び代表者の氏名) 

電話／FAX  
Ｅメール 

建築主名、設計者名の公表  □希望します。/□希望しません。 

建築物のエネルギー消費性能等

の 公 表 

□建築物のエネルギー消費性能は、建築物のエネルギー消費性能の
向上に関する法律に基づく届出のとおりです。 
同法第19条第１項の規定に基づき札幌市に提出された届出書に
記載された情報のうち建築物のエネルギー消費性能等の公表に
必要なものを札幌市が建築物のエネルギー消費性能等の公表の
ため使用することに同意します。 

※ 

受 

付 

欄 

 ※ 

特 

記 

欄 

 

注１ 該当する□にレを記入してください。 
２ ※の欄には、記入しないでください。 
３ 建築物のエネルギー消費性能等の公表に同意した場合は、建築物のエネルギー消費性能の向上に
関する法律施行規則別記様式第22による届出書の写しの添付は不要です。 

備考 この様式により難いときは、この様式に準じた別の様式を使用することができる。 
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様式４の２ 

 

新築等建築物新築等工事完了（取りやめ）届出書 

年  月  日  

（あて先）札幌市長 

届出者 住 所                  

氏 名                  

（法人にあたっては、名称及び代表者の氏名） 

札幌市生活環境の確保に関する条例第２８条の７の規定により、建築物の新築等工事を完
了し（取りやめ）ましたので、次のとおり届け出ます。 

建 築 物 の 名 称  

建 築 物 の 所 在 地  

□新築等工事の完了に係る事項 

工 事 完 了 日  年  月  日 

□新築等工事の取りやめに係る事項 

工 事 を 取 り や め た 日 年  月  日 

 

備 考 
 

※ 

受

付 

欄 

 ※ 

特

記

欄 

 

注１ □には、該当する□内にレ印を記入してください。 
 ２ ※の欄には、記入しないでください。 
備考 この様式により難いときは、この様式に準じた別の様式を使用することができる。 
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様式４ 

新築等建築物環境配慮計画提出（変更届出）書 

○年  ○月 ○○日 

（あて先）札幌市長 
               〒 

提出（届出）者 住 所 

氏 名 

（法人にあたっては、名称及び代表者の氏名） 
 

札幌市生活環境の確保に関する条例第２８条の４第１項（第２８条の４第３項・第２８条の５）の規定
により、建築物環境配慮計画書を作成（変更）しましたので、次のとおり提出し（届け出）ます。 

建 築 物 の 名 称 A ビル 

建 築 物 の 所 在 地 中央区南○東△ 1-1 
 

☑計画書の提出に係る事項 

工 事 の 種 類 新 築 ・ 増 築 ・ 改 築 

建 
築 
物 
の 
概 
要 

構 造 R C 造 

高 さ （ 階 数 ）      ○，○○○ｍ（地上○○階・地下 ○階） 

延 べ 面 積 ○，○○○㎡ 

用 途 
(うち主たるもの)  

事 務 所 ○，○○○ｍ2 
 ｍ2 

工 事 着 手 予 定 日 ○年  ○月  ○日 
工 事 完 了 予 定 日 ○年  ○月  ○日 

 

□計画書の変更の届出に係る事項 

変 更 事 項 変 更 前 変 更 後 
   

 
環境負荷低減措置その他の 
環境への配慮に関する措置 
及 び そ の 評 価 結 果 

別紙のとおり 

計 画 書 作 成 者 

の 氏 名 等 

住  所 札幌市中央区北○西□2－2 
氏  名 ＡＢＣ設計建築事務所 代表取締役○○ ○○ 
(法人にあっては、名称及び代表者の氏名) 

電話／FAX ２１１－００００／２１８－００００ 
Ｅメール  〇〇 

建築主名、設計者名の公表  ☑希望します。/□希望しません。 

建築物のエネルギー消費性能等

の 公 表 

□建築物のエネルギー消費性能は、建築物のエネルギー消費性能の
向上に関する法律に基づく届出のとおりです。 
同法第19条第１項の規定に基づき札幌市に提出された届出書に
記載された情報のうち建築物のエネルギー消費性能等の公表に
必要なものを札幌市が建築物のエネルギー消費性能等の公表の
ため使用することに同意します。 

※ 
受 
付 
欄 

 ※ 
特 
記 
欄 

 

注１ 該当する□にレを記入してください。 
２ ※の欄には、記入しないでください。 
３ 建築物のエネルギー消費性能等の公表に同意した場合は、建築物のエネルギー消費性能の向上に
関する法律施行規則別記様式第22による届出書の写しの添付は不要です。 

備考 この様式により難いときは、この様式に準じた別の様式を使用することができる。 

記載例(計画提出) 
提出年月日 

建築主の住所、氏名 

※押印は必要ありません。 

↓該当に○ 

←RC 造、SRC 造、S 造等 

建築基準法施行令第 2 条第１項第 4 号に規定する延べ面積 

ＣＡＳＢＥＥ札幌の公表部分（結果シート、スコアシート、

重点項目評価シート）を印刷し添付してください。 

建築主および設計者の名称の公表

可否をチェックしてください。 

延べ面積 300 平方メートル以上 2,000 平方メートル未満の住宅で 

札幌市へ省エネ届出書を提出済みで、届出内容のうち省エネ性能に 

係る部分（BEI や UA 値）の情報を当課が使用することに同意される 

場合は、チェックしてください。（届出書の添付が不要となります） 
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様式４ 

新築等建築物環境配慮計画提出（変更届出）書 

○年  ○月  ○日 

（あて先）札幌市長 
               〒 

提出（届出）者 住 所 

氏 名 

（法人にあたっては、名称及び代表者の氏名） 
 

札幌市生活環境の確保に関する条例第２８条の４第１項（第２８条の４第３項・第２８条の５）の規定
により、建築物環境配慮計画書を作成（変更）しましたので、次のとおり提出し（届け出）ます。 

建 築 物 の 名 称 A ビル 

建 築 物 の 所 在 地 中央区南○東△ 1-1 

 

□計画書の提出に係る事項 

工 事 の 種 類 新 築 ・ 増 築 ・ 改 築 

建 
築 
物 
の 
概 
要 

構 造  
高 さ （ 階 数 ）      ｍ（地上  階・地下  階） 
延 べ 面 積      ｍ2 

用 途 
(うち主たるもの) ｍ2 
 ｍ2 

工 事 着 手 予 定 日 年   月   日 
工 事 完 了 予 定 日 年   月   日 

 

☑計画書の変更の届出に係る事項 

変 更 事 項 変 更 前 変 更 後 
評価結果 Ａ Ｂ＋ 

 
環境負荷低減措置その他の 
環境への配慮に関する措置 
及 び そ の 評 価 結 果 

別紙のとおり 

計 画 書 作 成 者 

の 氏 名 等 

住  所  
氏  名  
(法人にあっては、名称及び代表者の氏名) 

電話／FAX  
Ｅメール 

建築主名、設計者名の公表  □希望します。/□希望しません。 

建築物のエネルギー消費性能等
の 公 表 

□建築物のエネルギー消費性能は、建築物のエネルギー消費性能の
向上に関する法律に基づく届出のとおりです。 
同法第19条第１項の規定に基づき札幌市に提出された届出書に
記載された情報のうち建築物のエネルギー消費性能等の公表に
必要なものを札幌市が建築物のエネルギー消費性能等の公表の
ため使用することに同意します。 

※ 

受 

付 

欄 

 ※ 

特 

記 

欄 

 

注１ 該当する□にレを記入してください。 
２ ※の欄には、記入しないでください。 
３ 建築物のエネルギー消費性能等の公表に同意した場合は、建築物のエネルギー消費性能の向上に
関する法律施行規則別記様式第22による届出書の写しの添付は不要です。 

備考 この様式により難いときは、この様式に準じた別の様式を使用することができる。

記載例(変更届出) 

 

届け出) 

届出年月日 

建築主の住所、氏名 

※押印は必要ありません。 

変更内容に応じＣＡＳＢＥＥ札幌の公表シート

を印刷し添付してください。 
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様式４の２ 

 

新築等建築物工事完了（取りやめ）届出書 

○年  ○月  ○日  

（あて先）札幌市長 

届出者 住 所                  

氏 名                  

（法人にあたっては、名称及び代表者の氏名） 

札幌市生活環境の確保に関する条例第２８条の７の規定により、建築物の新築等工事を完
了し（取りやめ）ましたので、次のとおり届け出ます。 

建 築 物 の 名 称 Ａビル 

建 築 物 の 所 在 地 中央区南○東△ 1-1 

□レ新築等工事の完了に係る事項 

工 事 完 了 日 ○年 ○月 ○日 

□新築等工事の取りやめに係る事項 

工 事 を 取 り や め た 日 年  月  日 

 

備 考 
 

※ 

受

付 

欄 

 ※ 

特

記

欄 

 

注１ □には、該当する□内にレ印を記入してください。 
 ２ ※の欄には、記入しないでください。 
備考 この様式により難いときは、この様式に準じた別の様式を使用することができる。 

 

記載例(完了届出) 

 

届け出) 

届出年月日 

建築主の住所、氏名 

※押印は必要ありません。 
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様式４の２ 

新築等建築物工事完了（取りやめ）届出書 

○年  ○月  ○日  

（あて先）札幌市長 

届出者 住 所                  

氏 名                  

（法人にあたっては、名称及び代表者の氏名） 

札幌市生活環境の確保に関する条例第２８条の７の規定により、建築物の新築等工事を完
了し（取りやめ）ましたので、次のとおり届け出ます。 

建 築 物 の 名 称 Ａビル 

建 築 物 の 所 在 地 中央区南○東△ 1-1 

□新築等工事の完了に係る事項 

工 事 完 了 日 年  月  日 

□レ新築等工事の取りやめに係る事項 

工 事 を 取 り や め た 日 ○年  ○月  ○日 

 

備 考 
 

※ 

受

付 

欄 

 ※ 

特

記

欄 

 

注１ □には、該当する□内にレ印を記入してください。 
 ２ ※の欄には、記入しないでください。 

備考 この様式により難いときは、この様式に準じた別の様式を使用することができる。 

 

記載例(工事とりやめ届出) 

 

届け出) 

届出年月日 

建築主の住所、氏名 

※押印は必要ありません。 
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Ⅲ. CASBEE 札幌の概要 
 

1 CASBEE 札幌の概要 

 

札幌市では地球温暖化防止の施策として、建築物における環境負荷の低減を図り、建築物

品質をさらに向上させることを目的に「札幌市建築物環境配慮制度」を構築しました。本制度は、

市内で大規模な建築物を建てる際に、その建築主が環境に対する配慮を、自己評価し採点す

るものです。採点結果、計画概要は市に届出され、市はそれをホームページ等で公表し、持続

可能である環境配慮が根付いた街づくりを推進します。 

評価は、CASBEE（キャスビー）という評価システムをベースに地域特性を考慮した

「CASBEE札幌」という評価ソフトにより自主評価してもらいます。CASBEEとは、政府支援の元、

産官学共同プロジェクトにより開発された『建築物総合環境性能評価システム（Comprehensive 

Assessment System for Building Environmental Efficiency）』で、建物を環境性能で評価し

て格付けする手法です。CASBEEによる評価では「Sランク（大変優れている）」から、「Aランク

（大変良い）」「B+ランク（良い）」「B－ランク（やや劣る）」「Cランク（劣る）」という５段階の格付けが

与えられます。 

CASBEE札幌では、建築物の総合的な環境性能を、建築物の環境品質・性能（Ｑ：Quality）

と、建築物が外部に与える環境負荷（Ｌ：Load）の２つに分けて評価します。ＱとＬはそれぞれ３つ

の評価分野に分かれています。すなわち、より良いQ（環境品質・性能）の建築物をより少ないL

（環境負荷）で実現するための評価システムといえます。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.1.1 建築物の環境性能効率 BEE 

敷地境界 

仮想境界 

Q（環境品質・性能） 

L（環境負荷） 

＝ 
建築物の環境性能効率 

BEE 

資源消費・CO2 など 

水質汚染など 

排気、騒音、 

排水、排熱など 

LR-1 エネルギー 

LR-2 資源・マテリアル 

LR-3 敷地外環境 

Q-1 室内環境 

Q-2 サービス性能 

Q-3 室外環境 
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縦軸にQ、横軸にLをとったグラフとしてBEEは表示されます。原点（Q=0、L=0）およびQ値とL

値の座標点を結ぶ直線の傾斜がBEE値を示します。Q値が高く、L値が低いほどこの傾斜が大き

くなり、よりサステナブルな性向を持った建築物と評価できます。CASBEE札幌では、この傾きに

従ってC（劣る）からB－、B＋、A、S（大変優れている）の５ランクに分割される領域によって建築

物の総合的な環境性能評価結果をランキングします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※BEEが境界線上となった場合は、上位のランクとなります。 

（たとえば、BEE＝１.0 の場合は、B＋ランクとなります。） 

 

図 1.1.2 BEEに基づく環境ラベリング 

 

2 CASBEE 札幌の重点評価項目 

 

CASBEE札幌では、建築物の総合環境性能についての６つの分野、約８０の評価項目を設け

ています。これらの評価項目は政府支援のもと開発されたＣＡＳＢＥＥ札幌で規定されたものであ

り全国共通のものですが、札幌市の地域特性を反映し、これらの評価項目のなかの「省エネルギ

ー」「省資源」「緑化」「雪処理」の４つを重点評価項目と位置づけることにしました。 

 

 

：普通のビル 

：サステナブルビル 

（モデルケース） 

 

  

  

BEE 注2

0

50

100

0 50 100

建
築

物
の

環
境

品
質

・
性

能
　

Ｑ

建築物の環境負荷 L

S A B+

B-

C

BEE=3.0

BEE=0.5

BEE=1.5 BEE=1.0

  

  

建築物の環境負荷 Ｌ 

ランク 

S : 大変優れている 

A : 大変良い 

B+: 良い 

B-: やや劣る 

C : 劣る 
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Ⅳ.  評価について 
 

1 評価のフロー 

 

札幌市ホームページから、評価ソフトをダウンロードしていただき、以下の流れにて評価を行い

ます。基本的に評価ソフト（エクセルシート）内の水色欄について、選択または数値、コメントを記

入してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

２ 採点基準の考え方 

 

CASBEEは、Q（Quality：建築物の環境品質）とL（Load：建築物の環境負荷）をそれぞれを別個に採点

し、最終的にその結果を基にBEE（Built Environment Efficiency：建築物の環境効率）を指標として評価

することを特徴としています。その際、LはまずLR（Load Reduction：建築物の環境負荷低減性）として評価

されます。それは、「建築物の環境品質や性能の向上が高評価となる」ことと同じように、「環境負荷の低減

が高評価となる」よりも「環境負荷低減性の増大が高評価となる」方が、一つの評価システムとして理解しや

すいからです。 

各評価項目の採点基準は、以下の考え方に従って設定されています。 

 

① レベル１～５の５段階評価とし、基準値の得点はレベル３とする。 

② 原則として、建築基準法等、最低限の必須要件を満たしている場合はレベル１、一般的な水準と判

断される場合はレベル３と評価できるような採点基準とする。 

③ 一般的な水準（レベル３）とは、評価時点の一般的な技術・社会水準に相当するレベルをいう。 

0 評価ソフトダウンロード 

1 「メインシート」入力 

2 「採点シート」入力 

3 「スコアシート」入力 

4 「配慮シート」入力 

建築物の概要等を記入してください。 

各項目（Q1~3,LR1~3）について自主評価し
てください。 
評価項目は約８０項目あります。 

評価点が 4点以上の評価項目について 
環境配慮事項を記入してください。 

重点項目等の取組内容について記入してください。 

公表シート（結果シート、スコアシート、重点項目評価シート）を出力し、電

子データと併せて提出してください。 

※公表シートは札幌市ホームページにて公表します。 

http://www.city.sapporo.jp/kankyo/casbee/ 
P29 
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３ 建築用途分類 

 

次の表を参考に、CASBEEの用途区分に分けて、評価を行ってください。 

用途 

区分 
用途名 含まれる用途 

非
住
宅
系
用
途 

事 務 所 事務所、庁舎、図書館、博物館、郵便局など 

学   校 小学校、中学校、高等学校，大学、高等専門学校、専修学校、各種学校など 

物 販 店 百貨店、マーケットなど 

飲 食 店 飲食店、食堂、喫茶店など 

集 会 所 公会堂、集会場、ボーリング場、体育館、劇場、映画館、ぱちんこ屋、展示施設など 

工   場 工場、車庫、倉庫、観覧場、卸売市場、電算室など 

住
宅
系
用
途 

病   院 病院、老人ホーム、身体障害者福祉ホームなど 

ホ テ ル ホテル、旅館など 

集合住宅 集合住宅（戸建は対象外） 

※用途区分の判断が難しい場合はご相談ください。 

 

◆敷地内に複数棟ある場合 

建築物は棟ごとに評価します。 

・ １棟毎に評価ソフト（エクセルシート）を入力してください。 

・ 「Q-3室外環境（敷地内）」「LR-3敷地外環境」の評価項目については、区域全体での評価

を行うこととし、 評価ソフト（エクセルシート）にはその評価結果を入力してください。但し、区

域が道路等によって複数に分かれる場合には、それぞれで評価を行ってください。 

 

◆病院、ホテル、集合住宅の評価 

「住居・宿泊部分」とそれ以外の共用部分（以下＜建物全体・共用部分＞）とに分けて行う。 

 

◆工場の評価 

Q1室内環境とQ2「1.機能性」の評価では主に居住エリア（事務所等）を評価の対象とし、生産

エリアは評価対象外とする。LR1エネルギーの評価では、省エネルギー基準で計算対象外とな

る工場の生産エリアにおけるエネルギー消費は評価対象外とする。 

 

◆駐車場の評価 

駐車場としては、駐車場を主用途とした建物のほか、事務所ビルや店舗、複合用途ビルなどに

駐車場が併設されるなどの様々なケースが考えられ、各々のケースによって駐車場の評価の方法が

異なります。 

評価方法の詳細については、以下のリンク先に記載されていますので、ご覧ください。 

≪CASBEEにおける駐車場の評価方法について≫ 

http://www.ibec.or.jp/CASBEE/parking.htmｌ  

http://www.ibec.or.jp/CASBEE/parking.htm
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４ 評価システム概要 

 

 (1) 評価項目の採点 

Q（Quality：建築物の環境品質）とL（Load：建築物の環境負荷）のそれぞれに含まれる評価項目について、

各々設定された採点基準（レベル１～レベル５）に従って採点を行う。レベル１は１点、レベル５は５点として、

それぞれの項目の得点が決まる。 

住宅系用途に分類される集合住宅、ホテル、病院では、＜住居・宿泊部分＞を、それ以外の部分（＜建物

全体・共用部分＞）とは分けて両者を評価する。その際、評価項目によっては＜住居・宿泊部分＞と＜建

物全体・共用部分＞では異なる採点基準が適用される。建物一体としての評価結果を得る際には、項目

毎にスコアを各部分の床面積の比率に従って加重平均することで建物全体としての結果を得ることができ

る。 

 

建 物 全 体 ・ 共 用 部 分 の 評 価  

評 価 結 果 A  

＜ A . 非 住 宅 系 用 途 の 場 合 ＞  

住 居 ・ 宿 泊 部 分 の 評 価  

＜ B . 住 宅 系 用 途 の 場 合 ＞  

「 共 用 部 分 」 「 住 居 ・ 宿 泊 部 分 」 の  

床 面 積 比 率 に よ る 加 重 平 均  

評 価 結 果 B  

 
 

 

(2) LCCO2の算定 

・標準計算 

LR3「1.地球温暖化への配慮」の項目について、ライフサイクルCO2を指標として評価を行う。建築物におけ

るLCCO2の計算は、通常膨大な作業を伴うが、CASBEEにおいてはこれを簡易に求め、概算することとし

た。具体的には、各建物用途において基準となるLCCO2排出量（LR1エネルギーを除く全ての評価項目で

「レベル３」、かつ省エネ法における建築主の判断基準相当の建物のLCCO2）を設定した上で、建設段階、

運用段階、修繕・更新・解体段階において、CO2排出に関連する評価項目の結果（採点レベル）からほぼ

自動的に算定できるようにしている（一部個別入力）。 

 

１） 建設段階 

「LR2.資源・マテリアル」では、「既存建築躯体の継続使用」や「リサイクル建材の活用」が評価されている。

これらの対策を考慮した建設資材製造に関連したCO2（embodied CO2）を、既存躯体の利用率、高炉セ

メントの利用率から概算する。 

２） 運用段階 

「LR1.エネルギー」において評価している一次エネルギー消費率：BEI（モデル建物法の場合はBEIｍ）等の

数値と、効率的な運用における取組みに応じた削減率を用いて、運用段階のCO2排出を簡易に推計す

る。 

３） 修繕・更新・解体段階 

「Q2.サービス性能」では、長寿命化の取組みによる耐用年数の向上が評価されている。ただし、将来の耐

用年数をLCCO2の算定条件として採用できる程の精度で推定することは難しい。従って、住宅を除き耐用

年数は次の通りとして、LCCO2を推計する。 

・事務所、病院、ホテル、学校、集会場…60年固定 

・物販店、飲食店、工場…30年固定 

・集合住宅…住宅性能表示の劣化対策等級に従って、30、60、90年とする。 
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・個別計算 

一方、評価者自身が詳細なデータ収集と計算を行って精度の高いLCCO2を算出した場合、これを「個別

計算」と呼び、評価結果の一部とすることができることとしている。個別計算の方法については、一般に公表

されたライフサイクルアセスメント（LCA）の手順を用い、用いた手法や算定条件等については、評価者により

詳細を示していただくこととしている。一般に公表されているLCA手法で利用可能なものとしては、「建物の

LCA指針」（日本建築学会編,丸善, 2013）などが挙げられる。また、評価者による算定条件等の具体的な

記述については、付属の評価ソフトにおける「LCCO2算定条件シート」」への入力によることとしている。 

(3) 評価結果 

採点結果は、「スコアシート」と「結果表示シート」の書式に集約される。 

評価項目ごとの採点の結果はまず、「スコアシート」に一覧表示される。これらを各評価項目の重み係数で

加重して、Q1～Q3、LR1～LR3までの分野別の総合得点SQ1～SQ3、SLR1～SLR3、並びにQとLRの

得点SQ、SLRを算出する。 

 

 
 

「結果表示シート」では、Q（建築物の環境品質）とLR（建築物の環境負荷低減性）のそれぞれについて、分

野ごとの評価結果がレーダーチャートと棒グラフと数値で表示される。さらにBEE（建築物の環境効率）の結

果がグラフと数値で表示され、これらによって、環境配慮に対する対象建物の特徴を多角的かつ総合的に

把握することができる。 

BEEは、QとLRの得点SQ、SLRに基づき、以下の式で求められる。 

 

BEE = 
Q: 建築物の環境品質 

= 
25×(SQ - 1) 

（１） 
L: 建築物の環境負荷 25×(5 - SLR) 

 

また、グラフ座標上で縦軸のQ値と横軸のL値でプロットされる環境効率の位置により、SランクからCランク5

段階の建築物環境効率ランキングが表示される。（詳細は PART III を参照）なお、それぞれのランクは表

Ⅰ.2.2に示す評価の表現に対応し、分かり易いように赤星印の数で表現される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Q の得点   
Q 1   室内環境   
Q 2   サービス性能   
Q 3   室外環境（敷地内） 

  
L R の得点   

L R 1   エネルギー   
L R 2   資源・マテリアル 
L R 3   敷地外環境   

＜スコアシート＞   

Q ：   建築物の環境品質 
L R ：   建築物の環境負荷低減性 

棒グラフ、レーダーチャート 
と B E E により表示   
  
（１）   Q の評価結果 
  
（２）   L R の評価結果 
  
（３） B E E の結果   

＜結果表示シート＞ 

評価項目の得点   

BEE:建築物の環境効率 
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ランク 評価 BEE 値ほか ランク表示 

Ｓ Ｅｘｃｅｌｌｅｎｔ 素晴らしい BEE=3.0以上、かつQ=50以上 赤★★★★★ 

Ａ Ｖｅｒｙ Ｇｏｏｄ 大変良い BEE=1.5 以上 3.0 未満 赤★★★★ 

Ｂ+ Ｇｏｏｄ 良い BEE=1.0 以上 1.5 未満 赤★★★ 

Ｂ- Ｆａｉｒｌｙ Ｐｏｏｒ やや劣る BEE=0.5 以上 1.0 未満 赤★★ 

Ｃ Ｐｏｏｒ 劣る BEE=0.5 未満 赤★ 

 

 

５ 複合用途建築物の評価 

2つ以上の用途が複合している建築物の評価算定は、評価対象の建築物に含まれている用途ご

との評価結果を、それぞれの床面積の比率によって加重平均して行う。すなわち、複合用途建

築物における得点は、各用途の床面積比率により次式（2）から求められる。 

複 合 用 途 の 得 点 ＝ Σ （ 用 途 毎 の 得 点 × 床 面 積 比 率 ）    (2 ) 
 

なお、単体としての複合用途建築物のほかに、同じ敷地内に複数の異なる用途の建物があるよ

うな場合にも、適用が可能である。 

 

評 価 結 果 Ａ  

複 合 用 途 の 評 価 結 果  

各 用 途 の 床 面 積 の 比 率 （ Ａ ： Ｂ ： Ｃ ） に よ り 結 果 を 加 重 平 均  

＜ 用 途 Ａ （ 事 務 所 ） ＞  

評 価 結 果 Ｂ  

＜ 用 途 Ｂ （ 集 合 住 宅 ） ＞  

評 価 結 果 Ｃ  

＜ 用 途 Ｃ （ ホ テ ル ） ＞  

 

複合用途建築物の評価方法（3 つの用途が複合している場合） 

 
 

なお、LR1エネルギーの評価においては、非住宅用途、住宅の専有部、共用部それぞれにおけ

る採点レベル（BPIや品確法における断熱等性能等級、一次エネルギー消費率などで評価）によ

り採点されたレベルを、各々の床面積の比率によって加重平均して行う。 
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６ CASBEE-札幌の評価項目 

 

Q：建築物の環境品質 

CASBEE-札幌では「建築物の環境品質」を表Ⅰ.2.3に示すような建築物におけるユーザーの生

活アメニティ向上に関わる品質とし、それぞれの項目について評価する。 

 

Q1.室内環境 1.音環境 1.1 騒音 

1.2 遮音 

1.3 吸音 

2.温熱環境 2.1 室温制御 

2.2 湿度制御 

2.3 空調方式 

3.光・視環境 3.1 昼光利用 

3.2 グレア対策 

3.3 照度 

3.4 照明制御 

4.空気質環境 4.1 発生源対策 

4.2 換気 

4.3 運用管理 

Q2.サービス性能 1.機能性 1.1 機能性・使いやすさ 

1.2 心理性・快適性 

1.3 維持管理 

2.耐用性・信頼性 2.1 耐震・免震 

2.2 部品・部材の耐用年数 

2.4 信頼性 

3.対応性・更新性 3.1 空間のゆとり 

3.2 荷重のゆとり 

3.3 設備の更新性 

Q3.室外環境（敷地内） 1.生物環境の保全と創出  

2.まちなみ・景観への配慮  

3.地域性・アメニティへの配慮 3.1 地域性への配慮、快適性

の向上 

3.2 敷地内温熱環境の向上 
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Q1 室内環境 

建築物の基本性能として、居住者の健康、快適性、知的生産性に大きな影響を与える室内環

境について評価する。室内環境の性能に関する研究は、地球環境問題が顕著になる以前から

行われており、既に優れた知見と実績がある。POEM-O（Post Occupancy Evaluation Method 

Office：オフィスの室内環境評価法）などはその一例である。ただし、これらの評価手法は、対象

建築物の竣工後ないしは運用段階における性能評価を目的としている。それに対し、本

CASBEE札幌は、従来建築環境工学分野で扱ってきた室内環境評価手法を発展させ、設計・

施工段階における性能（温熱・照度・騒音値など）の目標値をできるだけ簡易に評価しようとする

ものである。その際、運用・管理・監視・制御等の仕組みなども環境性能を向上させる取組みとし

て評価する。 

 

1. 音環境  

快適さや作業のしやすさに関わる暗騒音レベルの評価を行うとともに、居室への騒音の侵入を防

ぐための遮音、室内で発生した、ないしは侵入した音が響くことを防ぐ吸音について評価を行うも

のとする。 

 

2. 温熱環境  

室内の温湿度と空調に関して、その設定・制御および維持管理方式や、それに関わる設備シス

テムについて評価する。 

 

3. 光・視環境  

自然光の効率的な利用（昼光利用）、昼間の直射光によるまぶしさの対策（グレア対策）、明るさ

の量とバランス（照度）、明るさや照明位置の制御（照明制御）について評価する。 

 

4. 空気質環境  

室内空気質を良好に保つための材料の選定、換気方法、施工方法等に関する配慮の程度を評

価する。評価項目は汚染原因物質の発生抑制を主とする「発生源対策」、発生汚染物質の除

去を目的とする「換気」、および「運用管理」の三つで構成される。 

 
 

Q2 サービス性能 

建築物のユーザーやオーナーに対するサービス性能として、建物内における利用者の活動や知

的生産性に影響を及ぼす機能的側面と、建物自体がより永く良い状態で使い続けられるために

必要な機能的側面を評価する。 

 

１ .  機能性  

働きやすさや居心地の良さを評価する。これらの側面を直接定量的指標化することは容易では

ないため、「一人あたりの面積」や「天井高さ」、「情報設備への対応」、「リフレッシュスペースの有

無」、「維持管理への配慮」などの代替指標によって評価する。この機能性の評価は、POEM-O

における空間要素の評価を発展させた従来にない特徴的なものである。なお、利用者の心理反

応を重視したPOEM-Oに対し、ここでは主に室内環境の物理的性能を評価する。 
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2. 耐用性・信頼性  

永くより良い状態で建築物を使い続けられる性能を評価する。 

最初に仮想閉空間内における環境問題として、災害時の建物倒壊等による人命の危機や、強

風時の居住性の悪化などを問題として捉え、それに対する改善性を「2.1耐震・免震」で評価する。

「2.2部品部材の耐用年数」では、部品・部材の長寿命性を評価する。「2.3適切な更新」では、

部品・部材が耐用年数以内に更新されているかを評価する（「2.3適切な更新」はCASBEE札幌

では対象外）。又、災害や事故の際の建物機能の停止を問題として捉え、「2.4信頼性」で各設

備の災害時等の機能維持の程度を評価する。 

 

3. 対応性・更新性  

将来の更新や用途変更などを含めて、建築物を永く使い続けられるための取組みを、「空間のゆ

とり」や「荷重のゆとり」という代替性能で評価する。ここで「空間のゆとり」については、「階高」と「空

間の形状・自由さ」二つの側面に着目する。また、設備の更新性は、それに配慮した建築計画・

設備計画の取組み姿勢を評価対象とする。 

 

 

Q3 室外環境（敷地内） 

敷地内の屋外環境および周辺環境に関する環境品質の向上に寄与する、建築物及び敷地内

における取組みを評価対象とする。評価項目は、「生物環境の保全と創出」、「まちなみ・景観へ

の配慮」、「地域社会・アメニティへの配慮」の３つから構成されている。評価項目には定性的なも

のが数多く含まれるが、美しさやデザイン性といった審美的な内容については評価対象としない。

評価方法については、定量的な評価が困難なため、個々の取組みの有無や度合いをポイント化

し、自己評価する方式を採用した。 

 

1. 生物環境の保全と創出  

野生生物の生息環境を保全・創出するための取組みについて評価する。新築時においては、樹

木などが十分育っていないため、ここでは生き物の生息を支えることのできるポテンシャルがどれ

だけあるか、という観点から評価する。 

 

2. まちなみ・景観への配慮  

地域のまちなみや景観に対する配慮について評価する。昨今、国や自治体をはじめとして景観

に対する法制化の動きが活発になりつつあるが、本項目ではそのような地域のまちなみ・景観に

対するルール（まちなみガイドライン等）に対して、どれだけ配慮しているかという観点から評価す

る。 

 

3. 地域性・アメニティへの配慮  

地域の風土や文化の継承、地域社会との関係性への配慮、敷地内外の快適性を高める取組み

等について幅広く評価する。またヒートアイランド現象緩和に関する取組みとして、敷地内の温熱

環境の向上に関する取組みについても評価を行う（敷地外への影響緩和に関するヒートアイラン

ド現象緩和の取組みは、LR3 「2.2温熱環境悪化の改善」で評価する）。 
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LR：建築物の環境負荷低減性 

CASBEE札幌では「建築物の環境負荷低減性」に関わる側面を、表Ⅰ.2.4に示すように主にエネルギー消

費、資源の消費、敷地外環境への悪影響（公害など）に絞り、それぞれの項目について評価する。 

 

LR1.エネルギー 1. 建物外皮の熱負荷抑制  

2. 自然エネルギー利用  

3. 設備システムの高効率化  

4. 効率的運用 4.1 モニタリング 

4.2 運用管理体制 

LR2.資源・マテリアル 1. 水資源保護 1.1 節水 

1.2 雨水利用・雑排水等の利用 

2. 非再生性資源の使用量

削減 

2.1 材料使用量の削減 

2.2 既存建築躯体等の継続使用 

2.3 躯体材料におけるリサイクル材の

使用 

2.4 躯体材料以外におけるリサイクル

材の使用 

2.5 持続可能な森林から産出された木

材 

2.6 部材の再利用可能性向上への取

組み 

3. 汚染物質含有材料の使

用回避 

3.1 有害物質を含まない材料の使用 

3.2 フロン・ハロンの回避 

LR3.敷地外環境 1. 地球温暖化への配慮  

2. 地域環境への配慮 2.1 大気汚染防止 

2.2 温熱環境悪化の改善 

2.3 地域インフラへの負荷抑制 

3. 周辺環境への配慮 3.1 騒音・振動・悪臭の防止 

3.2 風害・砂塵・日照阻害の抑制 

3.3 光害の抑制 
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LR1 エネルギー 

ここでは建築物を運用する際に発生するエネルギー消費を低減させる取組みとして、「1.建物

外皮の熱負荷抑制」、「2.自然エネルギー利用」、「3.設備システムの高効率化」、「4.効率的運

用」の４項目を掲げ、それぞれ評価する。エネルギー消費に伴い発生するCO2排出量の低減に

ついては、｢地球温暖化への配慮｣としてLR3で評価することとした。 

我が国では、1980年からいわゆる「省エネ法」に基づき、建築物の省エネルギー基準が制定され

ている。その中でPALとCECという二つの数値指標が採用されてきたが、2013年の省エネ法改

正に伴い、建物外皮の評価は年間負荷係数PALから、後述する一次エネルギー消費量の基準

と整合の図られた年間負荷係数PAL*の基準BPI（Building PAL* Index）に変更された。同時に、

設備システムの省エネルギー性能の評価は、設備ごとに評価するCECの基準から建物全体一

次エネルギー消費量の基準BEI（Building Energy Index）に変更された。これら基準の変更に

加えて比較的小規模な建築物を対象としたポイント法に代わるモデル建物法が採用され、モデ

ル建物法独自の年間負荷の基準BPIm（BPI for Model Building Method）、一次エネルギー消

費量の基準BEIm（BEI for Model Building Method）が採用されている。他方、自然エネルギー

や未利用エネルギーの積極的な活用、BEMSの導入や建物の運用時における調整や効率化な

ど、広い視点からの省エネルギー対策も必要とされている。したがって、CASBEEではこうした新

しい省エネ基準、広範囲の視点からの取組みも評価対象に含めた、総合的な評価フレームを新

たに構築した。 

集合住宅の評価に関しては、専有部分は平成25年省エネルギー基準に準拠して改正される住

宅性能表示制度（品確法）の採点基準と整合性のある評価フレームを、共用部分に関しては、

非住宅建築物と同様に平成25年省エネルギー基準に準拠した評価フレームを構築した。また、

集合住宅にも省エネルギーに資する住まい方が求められるようになってきているため、「4.効率

的運用」を新たに評価対象に加えた。 

 

1. 建物の熱負荷抑制  

空調エネルギー消費削減に密接に関連する建築計画の外皮性能の向上を、年間熱負荷の基

準BPI等により評価する。集合住宅では住宅性能表示制度（品確法）に準拠した評価としてい

る。 

 

2. 自然エネルギー利用  

自然エネルギーの直接利用（採光・通風等）を評価する。 

 

3. 設備システムの高効率化  

空調・換気・照明・給湯・昇降機等の高効率化の度合いを一次エネルギー消費量の基準BEI

（Building Energy Index）等により評価する。集合住宅では、専有部分は住宅性能表示制度

（品確法）に準拠して評価し、共用部分はBEIにより評価する。また、普及が進む太陽光発電等

の自然エネルギーの変換利用もここで評価する。 

 

4. 効率的運用  

運用開始後のエネルギー消費に関するモニタリングシステムの有無や、運用管理体制を評価す

る。 

2014年版以降では、集合住宅も評価対象とする。 
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LR2 資源・マテリアル 

ここでは建築物のライフサイクルにおける資源・マテリアル消費の低減、及び環境負荷削減へ向

けた取組みとして、「1. 水資源保護」と「2. 非再生性資源の使用量削減」「3. 汚染物質含有

材料の使用回避」に関して評価する。 

建築物における資源利用から発生する環境負荷の評価については、既往の環境性能評価ツー

ルで様々な方法が用いられている。しかしながら、それらの評価指標は個別的であり、共通のも

のは未だに確立されていない。そこでCASBEEでは、まず国内外の既往評価ツールの建築にお

ける資源利用にかかわる評価指標を収集・分析した。そして、これらの概念を包括するとともに、

互いに重複しない新たな評価指標群を考案し、評価項目とした。 

 

1. 水資源保護  

上水の大量かつ急速な使用による水不足等を仮想閉空間外の環境問題の一つとして考え、上

水使用量の削減性を節水、雨水利用、雑排水等の利用の観点から評価する。 

 

2. 非再生性資源の使用量削減  

非再生性資源の枯渇を仮想閉空間外の環境問題として捉え、非再生性資源消費削減へ向け

た取組みを評価する。具体的には、「2.1 材料使用量の削減」において材料使用量自体の低減

を評価し、「2.2 既存建築躯体等の継続使用」「2.3 躯体材料におけるリサイクル材の使用」

「2.4 躯体材料以外におけるリサイクル材の使用」において、再使用及び再利用材料・製品の使

用状況を評価する。さらに「2.5 持続可能な森林から産出された木材」において、再生可能な資

源の利用状況を評価し、「2.6 部材の再利用可能性向上への取組み」において解体時における

再使用・再利用のしやすさを評価する事で、間接的に非再生資源使用量の削減性を評価する。

一方、資源使用における取組みに伴う気候変動への改善性については、LR3で評価している。 

 

3. 汚染物質含有材料の使用回避  

資源使用に伴う環境負荷を削減する為には、資源使用量を削減すると共に、汚染物質を含有

する材料の使用を低減する事も重要である。ここでは、「3.1 有害物質を含まない材料の使用」

「3.2 フロン・ハロンの回避」において資源使用に伴う汚染物質排出量の削減性を評価し、オゾン

層破壊などの問題に対する改善性を評価する。 

 

LR3 敷地外環境 

「LR3 敷地外環境」では、建築物および敷地内から発生する環境負荷が、敷地境界線を超えて

地球環境、地域環境、周辺環境に及ぼす影響を低減するための取組みについて評価する。な

お、土壌汚染、地下水汚染に関しては、法規等の遵守により建築物が土壌、地下水を汚染する

恐れは少なく、また法規の遵守を評価の前提としているため評価項目としていない。 

 

1. 地球温暖化への配慮  

以下のようなCO2排出削減に貢献する取組みを、LCCO2として定量的な指標におきかえ、評価

を行うこととした。 

① 温暖化の原因となる運用エネルギー削減の取組み 

② 建設資材製造に関連したCO2（embodied CO2）の削減に資する既存躯体やリサイクル建材

の活用 

③ LCCO2削減に貢献する長寿命化の取組み 

評価は、本項目以外が全てレベル３（LR1エネルギーを除く）相当の建物（リファレンス建物）にお

けるLCCO2（ｋｇ-CO2/年㎡）に対する排出率（％）で行う。 
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2. 地域環境への配慮  

「2.1 大気汚染防止」は建築物または敷地内から発生する大気汚染物質の量を抑制する取組

みを評価する。建築物の設備機器の運転により発生する大気汚染物質の抑制対策と、植物な

どを利用した大気汚染物質の除去に関する取組みを評価対象とする。 

「2.2 温熱環境悪化の改善」は敷地外の温熱環境の改善（ヒートアイランド現象緩和）に資する

対策について評価する。敷地外への風通しや、建物緑化、日射吸収率の低減、人工排熱量低

減などの取組みについて評価する。なお敷地内の温熱環境緩和については、Q3 「3.2敷地内

温熱環境の向上」で評価する。「2.3 地域インフラへの負荷抑制」では建築物が運用時に地域

のインフラ施設に与える負荷を低減するための対策について評価する。ここでは雨水流出抑制、

汚水処理負荷抑制、交通処理負荷抑制、ごみ処理負荷抑制の４つについて評価する。 

 

3. 周辺環境への配慮  

「3.1 騒音・振動・悪臭の防止」は建築物の運用時に発生する振動、騒音、悪臭について評価

する。振動・騒音については、設備機器の運転などに伴って発生するものについて、発生源対策

及び伝搬抑制対策という面からその対策の有無について評価する。また悪臭については悪臭防

止法に定める特定化学物質などの他に、生ごみなどの廃棄物に起因するものについて、その低

減方策を評価する。 

大規模建築物など風害の発生が予想される建物については、設計段階での十分な検討が必要

である。「3.2 風害、日照阻害の抑制」では風害発生が考えられる建物について、風害を抑制す

る対策の有無について評価する。また建物が隣地及び周辺に落とす日影によって、周辺建物に

与える日照阻害をできるだけ抑制するための対策についても評価する。また、学校用途では風害

や日照阻害対策とあわせ砂塵に関する対策を評価する。建物の屋外照明や広告物等の照明、

また建物からの漏れ光や、太陽光の外壁反射によるグレアの発生などの「光害（ひかりがい）」は、

都市部を中心として重要な問題となっている。「3.3 光害の抑制」では、建物の屋外照明や広告

物等の照明、また建物からの漏れ光や、太陽光の外壁反射によるグレアの発生などの「光害（ひ

かりがい）」を抑制する対策について、環境省によるガイドラインに基づき評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

28 

 

 

７ メインシート 

メインシートは評価者が最初に入力を行うシートである。評価建物の基本情報（名称、用途、規

模等）など、評価にあたって必要な情報を入力する。 

住宅系用途の建物を評価する場合は＜建物全体・共用部分＞と＜住居・宿泊部分＞の床面

積の比を入力する。 

 

 

図 4.7.1 メインシート画面 
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１）概要入力 

① 建物概要 

評価建物の基本情報（名称、用途、規模等）を入力する。これらの情報は各シート及び、評価結

果表示シートに自動的に転記される。 

平均居住人員と年間使用時間は、直接CASBEEの評価に関わるものではないが、参考情報と

して可能な限り入力すること。 

 

入力項目 入 力 例 入力項目 入 力 例 

建物名称 ○○ビル 延床面積 1） 5,000（数値） 

建設地・地域区分 〇区〇条〇丁目〇〇 建物用途名 事務所 

地域・地区 商業地域、防火地域 （建物用途）2） 事務所 

竣工年（予定/竣工） 2022 年 4 月 階数 地上 5F 

敷地面積 2,000（数値） 構造 RC 造 

建築面積 1,000（数値） 平均居住人員 40（数値） 

  年間使用時間 6,000（数値） 

1） 延床面積は、用途別延床面積の欄に入力した値の合計が自動的に本欄に返される。 

2） この欄は、用途別延床面積の欄で選択された用途が自動的に表示されるものであり、

CASBEE の評価上の用途構成を表している。より詳細な用途名は、上欄の「建物用途

名」に任意で入力ができる。 

 

② 評価の実施 

評価実施の日付、評価者を入力する。評価内容の確認者が別にいる場合は、確認日と確認者

の欄へ記入する。 

 

③ ほかの認証・評価制度の利用 

CASBEE認証（建築環境・省エネルギー機構の認証）やBELS認証（住宅性能評価・表示協会

の認証）、LEED認証（グリーンビルディングジャパンの認証）または、これら以外のほかの認証・

評価制度を利用する場合に入力する。 

 

２）個別用途入力 

① 用途別延床面積 

建物用途は、表Ⅰ.3.2の中から最も該当するものを選択する。各用途にそれぞれの面積を入力

する。評価対象とする建築物のより具体的な用途名は、１）概要入力の「建物用途名」欄に入力

する。 

なお、2016年版では、事務所、学校、物販店、集会所の各用途においては、詳細用途別に入力

する。 

 

② 住居・宿泊部分の比率 

住宅系用途の建築物を評価する場合は、＜建物全体・共用部分＞と＜住居・宿泊部分＞の床

面積比を入力する。（病院では病室部分、ホテルでは宿泊室部分、集合住宅では住居部分の

占める割合を0～1.0までの値で入力する。非住宅系用途の建築物では入力しない） 
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用途 

区分 
用途名 詳細用途 含まれる用途 

非
住
宅
系
用
途 

事 務 所 事務所、官公庁 
事務所、庁舎、図書館、博物館、郵便局な
ど 

学   校 

幼稚園・保育園、 

小・中学校(北海道)、 

高校、大学・専門学校 

小学校、中学校、高等学校，大学、高等専
門学校、専修学校、各種学校など 

物 販 店 
デパート・スーパー、 

その他物販 
百貨店、マーケットなど 

飲 食 店  飲食店、食堂、喫茶店など 

集 会 所 劇場・ホール、展示施
設、スポーツ施設 

公会堂、集会場、ボーリング場、体育館、劇
場、映画館、ぱちんこ屋、展示施設など 

工   場  
工場、車庫、倉庫、観覧場、卸売市場、電
算室など 

住
宅
系
用
途 

病   院  
病院、老人ホーム、身体障害者福祉ホーム
など 

ホ テ ル  ホテル、旅館など 

集合住宅  集合住宅（戸建は対象外） 

 

 

３）結果出力 

結果出力欄の「評価結果表示シート」や「スコアシート」、「LCCO2計算シート」を選択すると、

各々のシートを画面上に呼び出すことができる。 
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■建物名称 ○○ビル

Q1 室内環境 色欄について、プルダウンメニューから選択、または数値・コメントを記入のこと 基本設計段階

1 音環境
1.1 騒音 dB(A)

建物全体・共用部分 重み係数(既定）＝ 0.50 住居・宿泊部分 重み係数(既定）＝ 0.00

レベル 3.0
事・病(待)・ホ・工・

住
学(大学等)・病(診) 物・飲 会 学(小中高) レベル 3.0 病・ホ・住

　レベル　1 50＜ [騒音レベル] 45＜ [騒音レベル] 55＜ [騒音レベル] 40＜ [騒音レベル] 60＜ [騒音レベル] 　レベル　1 45＜ [騒音レベル]

　レベル　2 (該当するレベルなし) (該当するレベルなし) (該当するレベルなし) (該当するレベルなし)
50＜ [騒音レベル]
≦60

　レベル　2 (該当するレベルなし)

■レベル　3
45＜ [騒音レベル]
≦50

40＜ [騒音レベル]
≦45

50＜ [騒音レベル]
≦55

35＜ [騒音レベル]
≦40

45＜ [騒音レベル]
≦50

■レベル　3 40＜ [騒音レベル] ≦45

　レベル　4
40＜ [騒音レベル]
≦45

35＜ [騒音レベル]
≦40

45＜ [騒音レベル]
≦50

30＜ [騒音レベル]
≦35

35＜ [騒音レベル]
≦45

　レベル　4 35＜ [騒音レベル] ≦40

　レベル　5 [騒音レベル] ≦40 [騒音レベル] ≦35 [騒音レベル] ≦45 [騒音レベル] ≦30 [騒音レベル] ≦35 　レベル　5 [騒音レベル] ≦35

 

8 採点シート 

採点シートには各用途における採点基準表が表示されており、評価項目毎に、レベル１からレベ

ル５までの５段階の採点基準を解説している。評価者はその表に従って採点を行う。 

 

構成項目 説    明 

採点欄 採点結果をレベル 1～5（または対象外）のプルダウンで選択 

採点基準欄 各項目の採点基準を表示 

評価する取組み

欄 

一部の項目で採用されている採点方法。環境配慮を行う上で配慮す

べき事項がリスト化されており、該当項目を選択することで採点する 

重み係数（規定）

欄 

用途により規定されている重み係数を表示（変更不可） 

 

以下に採点シートの入力方法を示す。 

 

１）採点基準 

図Ⅰ.3.3に示すように、採点シートには各用途における採点基準表が表示されており、評価者は

その表に従って採点を行う。＜建物全体・共用部分＞は全用途共通に採点する項目である。住

宅系用途の場合は、Q1とQ2の採点シートについて、＜住居・宿泊部分＞の採点基準と評価欄

が用意されており、これについても採点を行う。 

採点基準は、項目毎にレベル1～5の段階設定がされており、採点欄ではそのレベル数をプルダ

ウンで選択（レベル３の場合は3を選択）する。対象建築物の個別条件によって採点基準をその

まま適用できないような場合、一部の評価項目で「対象外」を選択することができる（対象外とで

きる項目はマニュアルの解説中に記載されている）。対象外を選択した場合、特に示されない限

り、対象外とした項目の重みが「０」で計上され、それ以外の項目の重みに比例配分される。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 図 4.8.1 採点シート画面 

 
 

 

プルダウンメニューから 

１～５、対象外を選択 
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２）評価する取組み 

一部の採点項目（特に「Q3 室外環境（敷地内）」、「LR3 敷地外環境」）においては、採点基準

表に付属する「評価する取組み」表に示される取組み度合いをチェックすることで採点を行う。

「評価する取組み」表には、環境配慮設計を行う上で、配慮すべき事項がチェック項目または手

法のリストとしてまとめられている。リストに示される個々の取組みの有無を評価し、与えられるポイ

ントの合計点数（または項目数）により項目の採点を行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図 4.8.2 「評価する取組み」方式の採点シート 

 

３）LR1 エネルギー の採点方法 

「LR1エネルギー」の採点項目では、省エネ法に基づく、建築物の省エネルギー基準を一部項目

に採用している。「1.建物外皮の熱負荷抑制」ではBPIまたはモデル建物法によるBPIｍにより評

価する（住宅の場合には品確法の断熱等性能等級）。 

「3.設備システムの高効率化」では、BEIまたはモデル建物法によるBEIｍを用い、一次エネルギ

ー消費率により評価する。これら２項目の評価にあたっては、図Ⅰ.3.5に示す「計画書シート」に

おいて入力を行う。具体的には、省エネルギー基準に基づき外皮性能、基準一次エネルギー消

費量、設計一次エネルギー消費量等おのおの該当する数値を入力する。既に「省エネルギー計

画書」または「住宅性能評価書」を作成している場合には、当該数値を「計画書シート」に転記す

ることにより、「1. 建物外皮の熱負荷抑制」「3. 設備システムの高効率化」の評価を行う。 

※ BPI：Building PAL＊ Index（PALに代わる建物の外皮の熱性能を示す指標） 

BEI：Building Energy Index（CECに代わる建物のエネルギー消費率を示す指標） 

Q3　室外環境（敷地内） 色欄について、プルダウンメニューから選択、または数値・コメントを記入のこと 実施設計段階

1 生物環境の保全と創出
0.30

レベル 3.0

　レベル　1 生物環境の保全と創出に関して配慮に欠け、取組みが不十分である。(評価ポイント0～3)

　レベル　2 生物環境の保全と創出に関して配慮されているが、取組みが十分とはいえない。(評価ポイント4～6)

■レベル　3 生物環境の保全と創出に関して配慮されており、標準的な取組みが行われている。(評価ポイント7～9)

　レベル　4 生物環境の保全と創出に関して配慮されており、比較的多くの取組みが行われている。(評価ポイント10～12)

　レベル　5 生物環境の保全と創出に関して十分配慮されており、充実した取組みが行われている。(評価ポイント13以上）

評価する取組み

採点 評価ポイント

2 ポイント 2

2 ポイント 2

1 ポイント 1

0 ポイント 1

0 ポイント 1

0 ポイント 1

0 ポイント 1

0 ポイント 1

合計＝

1～2

9ポイント

VI その他

2)建物緑化指数が、5％以上20％未満を示す規模の建築物の緑化を行っている。 (1ポイント)

　建物緑化指数が、20％以上を示す規模の建築物の緑化を行っている。 (2ポイント)

1)自生種の保全に配慮した緑地づくりを行っている。

2)敷地や建物の植栽条件に応じた適切な緑地づくりを行っている。

3)野生小動物の生息域の確保に配慮した緑地づくりを行っている。

1)上記の評価項目以外に生物環境の保全と創出に資する独自の取組みを行っている。

1)敷地内にある生物資源を構成する動植物、表土、水辺等を保存または復元している。

重み係数(既定）＝

事・学・物・飲・会・病・ホ・工・住

評価項目 評価内容

I 立地特性の把握と計画方針の設定

II 生物資源の保存と復元

1)敷地とその周辺にある生物環境に関する立地特性を把握し、その特性に基づいて敷地内の生
物環境の保全と創出に関わる計画方針を示している。

1～3

V 生物資源の管理と利用

IV 緑の質の確保

III 緑の量の確保

3 ポイント

1 ポイント

1)建物運用時における緑地等の維持管理に必要な設備を設置し、かつ管理方針を示している。

2)建物利用者や地域住民が生物とふれあい自然に親しめる環境や施設等を確保している。

1)外構緑化指数が、10％以上20％未満を示す規模の外構緑化を行い、なおかつ中高木を植栽

している。 (1ポイント)

　外構緑化指数が、20％以上50％未満を示す規模の外構緑化を行っている。(2ポイント)

　外構緑化指数が、50%以上を示す規模の外構緑化を行っている。 (3ポイント)

① プルダウンメニューから０ポイント、

１ポイント、２ポイント、３ポイント、

対象外を選択 

② 評価する取組みの 

合計ポイントによって採点される 
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■LR1　「建築物エネルギー消費性能確保計画」等からの必要事項の転記 ■建物名称 ○○ビル

1 外壁、窓等を通しての熱の損失の防止に関する事項

非住宅部分 [BPI][BPIm] =  0.30 ２地域 ＜１～７地域＞ レベル 5.0

住宅部分 品確法 等級4を超える 相当　※1、2
※1

※2 等級４を超える水準

床面積(㎡) 床面積比率

非住宅部分（工場除く） 0 0.00 レベル 5.0

住宅部分 0 0.00 レベル 5.0

LR1/1 .  建物外皮の熱負荷抑制 対象外

2 一次エネルギー消費性能（BEI等の転記）

建物全体のBEI [BEI][BEIm] =  0.20 レベル 5.0 下記（１）（２）（３）で評価する場合は空欄

非住宅部分のBEI [BEI][BEIm] = 0.20 非住宅建築物は、建物全体のBEIと同じ数値を入力

下記（１）（２）（３）で評価する場合は複合用途の内の非住宅部分の（１）（２）の

[BEI] [BEIm]の値を入力（LCCO2評価用）

■用途別BEI設定値 床面積(㎡) 床面積比率 ﾚﾍﾞﾙ１ ﾚﾍﾞﾙ２ ﾚﾍﾞﾙ３ ﾚﾍﾞﾙ４ ﾚﾍﾞﾙ５

事・学・工 5,000.00 1.00 1.10 1.00 0.80 0.70 0.60

物・飲・会・病・ホ 0.00 0.00 1.10 1.00 0.80 0.75 0.70

住 0.00 0.00 1.20 1.10 1.00 0.90 0.85

評価建物 5,000.00 1.00 1.10 1.00 0.80 0.70 0.60

LR1/3 .設備システムの高効率化 レベル 5.0

（１）BEIによる評価

[BEI] =  0.20 #DIV/0! 住宅の共用部、住戸部分も含めたBEIを入力

■用途別評価対象面積の入力

床面積(㎡) 対象面積(㎡) 床面積比率 ﾚﾍﾞﾙ１ ﾚﾍﾞﾙ２ ﾚﾍﾞﾙ３ ﾚﾍﾞﾙ４ ﾚﾍﾞﾙ５

事・学・工 5,000.00 #DIV/0! 1.10 1.00 0.80 0.70 0.60

物・飲・会・病・ホ 0.00 #DIV/0! 1.10 1.00 0.80 0.75 0.70

住 0.00 #DIV/0! 1.20 1.10 1.00 0.90 0.85

評価対象面積 5,000.00 0.00 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

（２）BEImによる評価

[BEIm] =  0.20 #DIV/0!

■用途別評価対象面積の入力

床面積(㎡) 対象面積(㎡) 床面積比率 ﾚﾍﾞﾙ１ ﾚﾍﾞﾙ２ ﾚﾍﾞﾙ３ ﾚﾍﾞﾙ４ ﾚﾍﾞﾙ５

事・学・工 5,000.00 #DIV/0! 1.10 1.00 0.80 0.70 0.60

物・飲・会・病・ホ 0.00 #DIV/0! 1.10 1.00 0.80 0.75 0.70

評価対象面積 5,000.00 0.00 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

（３）仕様基準による評価

■住宅部分（専有部）において算定プログラムを使わない場合、以下の３カ所を必ず選択して下さい。

採点レベル

暖房方式 Ａ 冷房方式 －

Ａ：単位住戸全体を暖房する方式 ａ ：単位住戸全体を冷房する方式

Ｂ：居室のみを暖房する方式（連続運転） ｂ ：居室のみを冷房する方式（間歇運転）

Ｃ：居室のみを暖房する方式（間歇運転） －：上記以外（不明な場合を含む）

－：上記以外（不明な場合を含む）

■評価対象面積の入力 ㎡ 仕様基準を適用した住戸の合計面積を入力

各住戸の相当する等級が異なる場合には、住戸毎に評価を行い、算定されたレベルを住戸数で加重平均し、四捨五入で最も近いレベルを選択する。

ただし、レベル5の「等級4を超える水準」については、各住戸の平均外皮性能値に基づき評価するため、加重平均を行う必要はない。

各住戸のUA値について①又は②の基準を満たし、且つ、ηAC値について等級4相当を満たすこと。

①住戸の設計UA値が基準UA値に0.85を乗じた値以下であること。

②外気に接する床の部位熱貫流率が下の値に0.85を乗じた値以下であり、かつ、住戸の設計UA値が基準UA値に0.9を乗じた値以下

であること。

　　1～2地域；0.27

算定プログラムによる評価

「住宅部分の外壁、窓等を通しての熱の損失の防止に関する基準及び一次エネルギー消費量に関する基準（平成28年国土交通省告示266

号）」に定められる「外壁、窓等を通しての熱の損失の防止に関する基準」および「一次エネルギー消費量に関する基準」の双方を満たす場

合は「レベル３」、これを満たさない場合は、「レベル１」とする。

以下の場合は、建物全体のBEI（BEIm）での評価になります。
・非住宅建築物で、標準入力法(BEI)で評価した場合
・非住宅建築物で、モデル建物法（BEIm）で評価した場合
・住宅用途ないしは住宅を含む複合用途で、
　専有部を算定プログラム（BEI）、共用部と非住宅部分を標準入力法（BEI）で評価した場合

次の場合は、以下の（１）（２）（３）で評価してください。
・住宅を含む複合用途で、共用部を標準入力法（BEI）、非住宅部分をモデル建物法（BEIm）で評価した場合
・住宅用途ないしは住宅を含む複合用途で、専有部を住宅仕様基準で評価した場合

 

図 4.8.3 「計画書シート」（入力例、抜粋） 

 

４）複合用途建築物の採点方法 

複合用途建築物の評価を行う場合は、評価者自らにより、含まれる各用途のレベル（得点）をそ

れぞれの面積割合により加重平均した結果を入力する。各用途での結果を評価項目毎に面積

加重平均し、結果を整数でCASBEE札幌の評価ソフトに入力（プルダウンから選択）する。平均

の結果は四捨五入した整数とする。認証制度に申請する場合など、より詳細な評価を行う場合

には、加重平均した小数値を含む値を採点欄に直接数値入力することもできる。 

LR1エネルギーの評価では、複合用途建築物の場合「計画書シート」において住宅用途、非住

宅用途それぞれに「省エネルギー計画書」または「住宅性能評価書」からの数値の転記欄が設

けられているので、用途毎に数値を入力すればよい。全用途における採点レベルの面積加重平

均（自動計算）により、評価を行う。 
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9 配慮事項記入シート 

評価建物の環境配慮の全体像を第三者が把握し易くするために、環境配慮設計における配慮

事項を記述する。記述内容は評価結果表示シートの「3.設計上の配慮事項」に表示される。 

配慮事項記入シートの、「総合」、「省エネルギー」、「省資源」、「緑化」、「雪処理」の各欄に記述

する（自由記述）。 

外観パースはこのシートに貼り付ける。貼り付けたパースは、評価結果表示シートの「1-2 外観」に表示され

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 4.9.1 「配慮事項記入シート」 
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10 排出係数シート 

CO2排出量の計算に用いる電気の排出係数は、評価者が評価の目的に従って、適切な数値を

選択する。なお、評価ソフトでは、特定排出者の事業活動に伴う温室効果ガスの排出量の算定

に関する省令第２条第４項に基づく、実排出係数及び代替値のCASBEE 2016年版改訂時の

最新値（平成26年の実績値、平成27年11月公表）、およびその他の数値として評価者が選定し

た適切な排出係数（任意）を使うことができるようにした。図Ⅰ.3.7に示す「排出係数」シート画面より、

電気の排出係数を選択、設定する。 

 

  

平成26年度の電気事業者別実排出係数等の公表値 (H27.11.30公表)

◇算定省令に基づく電気事業者ごとの実排出係数及び代替値

 [1]実排出係数 

北海道電力(株) 0.000683 (株)トヨタタービンアンドシステム 0.000492

東北電力(株) 0.000571 (株)とんでん 0.000495
東京電力(株) 0.000505 (株)ナンワエナジー 0.000602
中部電力(株) 0.000497 (株)日本セレモニー 0.000610
北陸電力(株) 0.000647 (株)Ｖ－Ｐｏｗｅｒ 0.000254

関西電力(株) 0.000531 (株)フォレストパワー 0.000190

中国電力(株) 0.000706 (株)ベイサイドエナジー 0.000581
四国電力(株) 0.000676 京葉瓦斯(株) 0.000494
九州電力(株) 0.000584 サミットエナジー(株) 0.000413
沖縄電力(株) 0.000816 ＪＸ日鉱日石エネルギー(株) 0.000325
アーバンエナジー(株) 0.000410 ＪＬエナジー(株) 0.000553

アストモスエネルギー(株) 0.000190 志賀高原リゾート開発(株) 0.000036

イーレックス(株) 0.000662 シナネン(株) 0.000416

（一財）中之条電力 0.000316 昭和シェル石油(株) 0.000372

（一社）電力託送代行機構 0.000316 新日鉄住金エンジニアリング(株) 0.000560

出光グリーンパワー(株) 0.000253 鈴与商事(株) 0.000488

伊藤忠エネクス(株) 0.000568 泉北天然ガス発電(株) 0.000329

ＳＢパワー(株) 0.000259 総合エネルギー(株) 0.000636

エネサーブ(株) 0.000634 大東エナジー(株) 0.000566

荏原環境プラント(株) 0.000266 ダイヤモンドパワー(株) 0.000339

王子製紙(株) 0.000438 大和ハウス工業(株) 0.000519

オリックス(株) 0.000498 中央電力エナジー(株) 0.000560

(株)イーセル 0.000511 テス・エンジニアリング(株) 0.000599

(株)岩手ウッドパワー 0.000044 テプコカスタマーサービス(株) 0.000487

(株)うなかみの大地 0.000106 東京エコサービス(株) 0.000071

(株)ＳＥウイングズ 0.000462 にちほクラウド電力(株) 0.000539

(株)エヌパワー 0.000415 日産トレーデイング(株) 0.000365

(株)エネット 0.000454 日本アルファ電力(株) 0.000000

(株)Ｆ－Ｐｏｗｅｒ 0.000454 日本テクノ(株) 0.000532

(株)関電エネルギーソリューション 0.000541 日本ロジテック協同組合 0.000386

(株)クールトラスト 0.000492 パナソニック(株) 0.000622

(株)グローバルエンジニアリング 0.000472 プレミアムグリーンパワー(株) 0.000011

(株)ケーキュービック 0.000153 本田技研工業(株) 0.000580

(株)洸陽電機 0.000348 丸紅(株) 0.000482

(株)サイサン 0.000373 ミサワホーム(株) 0.000311

(株)サニックス 0.000009 三井物産(株) 0.000000

(株)ＣＮＯパワーソリューションズ 0.000537 ミツウロコグリーンエネルギー(株) 0.000466

(株)Ｇ－Ｐｏｗｅｒ 0.000170 リエスパワー(株) 0.000582

(株)新出光 0.000487 ワタミファーム＆エナジー(株) 0.000454

(t-CO2/kWh)

 [2]代替値

代替値 0.000579 (t-CO2/kWh)

 

図 4.10.1「排出係数」シート 

 

(1) 評価条件として、与えられた排出係数を用いる場合； 

「（１）」にチェックして、根拠等を記述し、排出係数を入力する。 

＜例＞ 

補助事業への応募（募集者が指定）、コンペ・プロポーザルへの応募（募集者が指定）、 

自治体版ＣＡＳＢＥＥの届出（自治体が指定） など 

 

(2) 温暖化対策推進法に基づく温室効果ガス排出量の算定方法を参考とする場合； 

以下①～③の中から選択、入力する注）。 

・ ① 電気事業者（一般電気事業者及び特定規模電気事業者（PPS））から供給さ

れた電気の使用を想定している場合は国が公表する電気事業者ごとの排出係数を用いる。 

→「①」にチェックして、メニューに示されている電気事業者を選択する。 
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図 4.10.2 プルダウンによる電気事業者の選択 

 

② 上記以外の者から供給された電気の使用を想定している場合は、①の係数に相当 

    する係数で実測等に基づく適切な排出係数を入力する。 

→「②」にチェックして、排出係数と事業者名を入力する。 

 

③ ①及び②の方法で想定できない場合は、①及び②の係数に代替するものとして環境

大臣・経済産業大臣が公表する係数（代替値）を選択する。 

→「③」にチェックする。 

 

注） 電気事業者毎の排出係数（実排出係数・調整後排出係数）および代替値は国が認めた

値が毎年度公表されるため、ＣＡＳＢＥＥの評価ソフトの改訂の有無を確認のこと。なお、評価ソフ

トが対応できていない場合でも、環境省のホームページなどで確認のうえ、「(3)上記以外の場

合」の欄に最新の値を入力することで、これを用いることができる。 

 

(3) 上記以外の場合； 

「（３）」にチェックして、根拠等を記述し、排出係数を入力する。 
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11 ライフサイクル CO2計算シート 

図Ⅰ.3.9にライフサイクルCO2（LCCO2）計算シートを示す。本シートでは、「採点シート」と「計画

書シート」に入力した内容に従って自動計算されるLCCO2（標準計算）の計算過程を表示する。 

建設段階、修繕・更新・解体段階、運用段階の各段階について、「参照値」（基準となる建物＝

全ての評価項目でレベル３相当）と「評価対象」のCO2排出量がkg-CO2/年㎡で表示される。 

 

ライフサイクルCO2計算シート（標準計算用）
評価対象 参照値

1.　建設に係るCO 2排出量

1-1 .　評価結果のCO2排出量への置き換え kg-CO2/年m2 kg-CO2/年m2 kg-CO2/年m2

Q2/2.2.1 躯体材料の耐用年数 延床面積比率 ﾚﾍﾞﾙ３ ﾚﾍﾞﾙ４ ﾚﾍﾞﾙ５ 採点結果 CO2排出量 採点結果 CO2排出量

事務所 0.00 5.79 5.79 5.79 5.0 5.79 3.0 14.00

学校 0.00 4.28 4.28 4.28 5.0 4.28 3.0 14.00

物販店 0.00 7.85 7.85 7.85 5.0 7.85 3.0 16.96

飲食店 0.00 7.85 7.85 7.85 5.0 7.85 3.0 16.96

集会所 0.00 4.61 4.61 4.61 5.0 4.61 3.0 13.08

工場 1.00 8.55 8.55 8.55 5.0 8.55 3.0 23.65

病院 0.00 5.51 5.51 5.51 5.0 5.51 3.0 13.70

ホテル 0.00 4.76 4.76 4.76 5.0 4.76 3.0 13.53

集合住宅 0.00 7.26 3.63 2.42 5.0 2.42 3.0 22.38

評価対象の構造 0

LR2/2.2 既存建築躯体等の継続使用 100% 0%

LR2/2.3 躯体材料におけるﾘｻｲｸﾙ材（高炉セメント） 100% 0%

1-2 .　合計の計算 8.55 23.65

2.　修繕・更新・解体に係るCO 2排出量

2-1 .　評価結果のCO2排出量への置き換え kg-CO2/年m2 kg-CO2/年m2 kg-CO2/年m2

Q2/2.2.1 躯体材料の耐用年数 延床面積比率 ﾚﾍﾞﾙ３ ﾚﾍﾞﾙ４ ﾚﾍﾞﾙ５ 採点結果 CO2排出量 採点結果 CO2排出量

事務所 0.00 16.21 16.21 16.21 5.0 16.21 3.0 16.21

学校 0.00 12.31 12.31 12.31 5.0 12.31 3.0 12.31

物販店 0.00 6.91 6.91 6.91 5.0 6.91 3.0 6.91

飲食店 0.00 6.91 6.91 6.91 5.0 6.91 3.0 6.91

集会所 0.00 13.25 13.25 13.25 5.0 13.25 3.0 13.25

工場 1.00 9.06 9.06 9.06 5.0 9.06 3.0 9.06

病院 0.00 15.89 15.89 15.89 5.0 15.89 3.0 15.89

ホテル 0.00 13.67 13.67 13.67 5.0 13.67 3.0 13.67

集合住宅 0.00 8.36 9.68 10.78 5.0 10.78 3.0 8.36

2-2 .　合計の計算 9.06 9.06

3.　運用時のエネルギーに係るCO 2排出量 kg-CO2/年m2 kg-CO2/年m2

3-1 .　建築物の取組み（②） 床面積 一次エネ消費量　GJ/年 CO2換算係数 0.00 参照値（①） 34.99

㎡ 参照建物① 評価建物② kg-CO2/MJ

非住宅部 5,000 2,500 0 0.0699795 0.00 34.99

住宅　専有部（住戸全体） 0 1,000 500 0.0636613 0.00 0.00

住宅　共用部 0 1,100 110 0.0699795 0.00 0.00

3-2 .　上記+上記以外のオンサイト手法（③） 床面積 一次エネ消費量　GJ/年 CO2換算係数 0.00

㎡ 削減分 評価建物③ kg-CO2/MJ

非住宅部 5,000 0 0 0.0699795 0.00

住宅　専有部（住戸全体）※ 0 0 500 0.0636613 0.00

住宅　共用部 0 0 110 0.0699795 0.00

※算定プログラムによらない場合は、評価対象外

4.　ライフサイクルCO 2の計算（標準計算） kg-CO2/年m2 kg-CO2/年m2

CO2排出量 CO2排出量

建設 8.55 23.65
修繕・更新・解体 9.06 9.06
運用 0.00 34.99
合計 17.61 67.70  

図4.11.1 「ライフサイクルCO2計算シート」（出力例） 
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・「LCCO2 算定条件シート（標準計算）」 

標準計算で評価を実施している場合は、LCCO2計算に用いられている評価条件がLCCO2算定

条件シート（標準計算）に表示される。代表的な資材の量や環境負荷原単位、エネルギーの

CO2排出係数等が計算根拠として表示される。 

参照値（参照建物） 評価対象 備考

建物用途 工場, 工場,

建物規模 5,000㎡ 5,000㎡

構造種別 0 0

ライフサイクル
設定

想定耐用年数 工場部分30年, 工場部分30年,

CO2排出量 23.65 8.55 kg-CO2/年㎡

エンボディドCO2の

算定方法

日本建築学会による2005年産業連関表
分析による日本の平均値

左記からの、リサイクル建材の採用による
削減量を推定して算定

CO2排出量原単位の

出典

日本建築学会による2005年産業連関表
分析による分析結果

同左

バウンダリー 国内消費支出分 同左

代表的な資材量

普通コンクリート 0.67 -0.67 ｍ3/㎡

高炉セメントコンクリート 0.00 0.67 ｍ3/㎡

鉄　骨 0.08 0.00 ｔ/㎡

鉄骨 (電炉） 0.00 0.00 ｔ/㎡

鉄　筋 0.08 0.00 ｔ/㎡

木　材 0.01 0.00 ｔ/㎡

□　□ ○○ 〃 kg/㎡

代表的な資材の環境負荷

普通コンクリート 266.71 〃 kg-CO2/m3

高炉セメントコンクリート 216.57 〃 kg-CO2/m3

鉄　骨 1.28 〃 kg-CO2/kg

鉄骨 (電炉） - 〃 kg-CO2/ｔ

鉄　筋 0.51 〃 kg-CO2/kg

型　枠 4.75 〃 kg-CO2/㎡

□　□ ○○ 〃 kg-CO2/kg

主要なリサイクル建材と利用利率

高炉セメント
（躯体での利用率）

0% 100%

既存躯体の再利用
（躯体での利用率）

0% 100%

電炉鋼材（鉄筋） 0% 0%

電炉鋼材（鋼材） 0% 0%

CO2排出量 9.06 9.06 kg-CO2/年㎡

修繕・更新・ 更新周期（年）

解体段階 外装 25年 25年

内装 18年 18年

設備 15年 15年

平均修繕率（％/年）

外装 1% 1%

内装 1% 1%

設備 2% 2%

解体段階のCO2排出量の

算定方法

解体廃棄物量として、2000kg／㎡を仮定
して、30kmの道路運送分を評価

同左

CO2排出量

①参照値／
②建築物の取組み

34.99 0.00 kg-CO2/年㎡

③上記+②以外の
　オンサイト手法

－ 0.00 kg-CO2/年㎡

④上記+
　オフサイト手法

－ 0.00 kg-CO2/年㎡

参考
(a)　グリーン電力証書によるカーボンオフ
セット

－

(b)グリーン熱証書によるカーボンオフセット －

（ｃ）その他カーボンクレジット －

(d)調整後排出量（調整後排出係数によ
る）と実排出量の差

－

エネルギー
消費量の算定方法

統計値より、一次エネルギー消費量の平
均値を引用

LR1の取り組みによる省エネルギー量を推
定

一次ｴﾈﾙｷﾞｰ消費量 4,600 610 GJ/年

エネルギーのCO2排出係数

一次ｴﾈﾙｷﾞｰあたり　非住宅 0.0700 同左 kg-CO2/MJ

同上　　住宅（専有部） 0.0637 同左 kg-CO2/MJ

電力 0.683 同左 kg-CO2/kWh

ガス 0.0498 同左 kg-CO2/MJ

その他の燃料
（　　　）

○○ 同左 kg-CO2/MJ

上水使用

項目

建物
概要

建設
段階

運用
段階

その他

 

図 4.11.2 「LCCO2 算定条件シート（標準計算）」
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なお、既存躯体の再利用と高炉セメントを採用した場合は、それぞれの利用率を本シー

トに入力する。この数値が、LCCO2計算シートの建設段階の CO2排出量計算に反映さ

れる。 

 

 

 

 

 

図 4.11.3 「LCCO2 算定条件シート（標準計算）」シートでの高炉セメントの採用率、 
既存躯体の再利用率の設定 

 

 

 

12 スコアシートへの入力  

各採点シートに入力した採点結果が、スコアシートの評価点の欄に表示される。評価点は3点

を基準とし、3点を上回る得点を与える評価項目については、スコアシート中央の「環境配慮設

計の概要記入欄」に、評価の根拠を具体的に記入することを必須とする。 
 

 

CASBEE_Sapporo2016v1.0 ■使用評価マニュアル： CASBEE_Sapporo2016v1.0

欄に数値またはコメントを記入 ■評価ソフト： CASBEE札幌2016（ver.1.0）

スコアシート

配慮項目 環境配慮設計の概要記入欄 評価点
重み
係数

評価点
重み
係数

全体

Ｑ　建築物の環境品質 4.9

Q1 室内環境 0.30 - 5.0

1 音環境 5.0 0.15 - - 5.0

1.1 室内騒音レベル 5.0 0.40 - -

1.2 遮音 5.0 0.40 - -

1 開口部遮音性能 5.0 0.60 - -

2 界壁遮音性能 5.0 0.40 - -

3 界床遮音性能（軽量衝撃源） - - - -

4 界床遮音性能（重量衝撃源） - - - -

1.3 吸音 5.0 0.20 - -

2 温熱環境 5.0 0.35 - - 5.0

○○ビル

建物全体・共用部分 住居・宿泊部分
重点

評価項目

 

図 4.12.1 スコアシートへの入力方法 

 

採用対策を具体的に記入 
（３点を上回る得点を与える

評価項目の記入は必須） 
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CASBEE_Sapporo2016v1.0 ■使用評価マニュアル： CASBEE_Sapporo2016v1.0

欄に数値またはコメントを記入 ■評価ソフト： CASBEE札幌2016（ver.1.0）

スコアシート

配慮項目 環境配慮設計の概要記入欄 評価点
重み
係数

評価点
重み
係数

全体

Ｑ　建築物の環境品質 4.9

Q1 室内環境 0.30 - 5.0

1 音環境 5.0 0.15 - - 5.0

1.1 室内騒音レベル 5.0 0.40 - -

1.2 遮音 5.0 0.40 - -

1 開口部遮音性能 5.0 0.60 - -

2 界壁遮音性能 5.0 0.40 - -

3 界床遮音性能（軽量衝撃源） - - - -

4 界床遮音性能（重量衝撃源） - - - -

1.3 吸音 5.0 0.20 - -

2 温熱環境 5.0 0.35 - - 5.0

2.1 室温制御 5.0 0.50 - -

1 室温 5.0 0.38 - -

2 外皮性能 省エネ 5.0 0.25 5.0 -

3 ゾーン別制御性 5.0 0.38 - -

2.2 湿度制御 5.0 0.20 - -

2.3 空調方式 5.0 0.30 - -

3 光・視環境 5.0 0.25 - - 5.0

3.1 昼光利用 5.0 0.30 - -

1 昼光率 5.0 0.60 - -

2 方位別開口 - - - -

3 昼光利用設備 省エネ 5.0 0.40 - -

3.2 グレア対策 5.0 0.30 - -

1 昼光制御 省エネ 5.0 1.00 - -

2 映り込み対策 - - - -

3.3 照度 5.0 0.15 - -

3.4 5.0 0.25 - -

4 空気質環境 5.0 0.25 - - 5.0

4.1 発生源対策 5.0 0.50 - -

1 化学汚染物質 5.0 1.00 - -

4.2 換気 5.0 0.30 - -

1 換気量 5.0 0.33 - -

2 自然換気性能 5.0 0.33 - -

3 取り入れ外気への配慮 5.0 0.33 - -

4.3 運用管理 5.0 0.20 - -

1 CO2の監視 5.0 0.50 - -

2 喫煙の制御 5.0 0.50 - -

Q2 サービス性能
－

0.30 - - 4.9

1 機能性 5.0 0.40 - - 5.0

1.1 機能性・使いやすさ 5.0 0.40 - -

1 広さ・収納性 5.0 0.33 - -

2 高度情報通信設備対応 5.0 0.33 - -

3 バリアフリー計画 5.0 0.33 - -

1.2 心理性・快適性 5.0 0.30 - -

1 広さ感・景観 （天井高） 5.0 0.33 - -

2 リフレッシュスペース 5.0 0.33 - -

3 内装計画 5.0 0.33 - -

1.3 維持管理 5.0 0.30 - -

1 維持管理に配慮した設計 5.0 0.50 - -

2 維持管理用機能の確保 5.0 0.50 - -

2 耐用性・信頼性 5.0 0.30 - - 5.0

2.1 耐震･免震・制震・制振 5.0 0.50 - -

1 耐震性(建物のこわれにくさ) 5.0 0.80 - -

2 免震・制震・制振性能 5.0 0.20 - -

2.2 部品・部材の耐用年数 5.0 0.30 - -

1 躯体材料の耐用年数 5.0 0.20 - -

2 外壁仕上げ材の補修必要間隔 省資源 5.0 0.20 - -

3 省資源 5.0 0.10 - -

4 空調換気ダクトの更新必要間隔 省資源 5.0 0.10 - -

5 省資源 5.0 0.20 - -

6 主要設備機器の更新必要間隔 省資源 5.0 0.20 - -

2.4 信頼性 5.0 0.20 - -

1 空調・換気設備 5.0 0.20 - -

2 給排水・衛生設備 5.0 0.20 - -

3 電気設備 5.0 0.20 - -

4 機械・配管支持方法 5.0 0.20 - -

5 通信・情報設備 5.0 0.20 - -

3 対応性・更新性 4.9 0.30 - - 4.9

3.1 空間のゆとり 5.0 0.30 - -

1 階高のゆとり 5.0 0.60 - -

2 空間の形状・自由さ 5.0 0.40 - -

3.2 荷重のゆとり 5.0 0.30 - -

3.3 設備の更新性 4.8 0.40 - -

1 空調配管の更新性 5.0 0.20 - -

2 給排水管の更新性 5.0 0.20 - -

3 電気配線の更新性 5.0 0.10 - -

4 通信配線の更新性 5.0 0.10 - -

5 設備機器の更新性 5.0 0.20 - -

6 バックアップスペースの確保 4.0 0.20 - -

○○ビル

空調・給排水配管の更新必要間隔

主要内装仕上げ材の更新必要間隔

建物全体・共用部分 住居・宿泊部分
重点

評価項目

照明制御

 

図 4.12.2 スコアシート画面例（１/２） 

採用対策を具体的に記入 
（水色部分の記入は必須） 
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Q3 室外環境（敷地内）
－

0.40 - - 5.0

1 生物環境の保全と創出 緑化 5.0 0.30 - - 5.0

2 まちなみ・景観への配慮 緑化 5.0 0.40 - - 5.0

3 地域性・アメニティへの配慮 5.0 0.30 - - 5.0

3.1 地域性への配慮、快適性の向上 雪処理 5.0 0.50 - -

3.2 敷地内温熱環境の向上
省資源
緑化

5.0 0.50 - -

LR　建築物の環境負荷低減性 - - 4.9

LR1 エネルギー
－

0.40 - - 5.0

1 建物外皮の熱負荷抑制 省エネ 5.0 - - - 5.0

2 自然エネルギー利用 省エネ 5.0 0.13 - - 5.0

3 設備システムの高効率化 省エネ [BEI][BEIm] = 0.20 5.0 0.63 - - 5.0

4 効率的運用 5.0 0.25 - - 5.0

集合住宅以外の評価 5.0 1.00 - -

4.1 モニタリング 省エネ 5.0 0.50 - -

4.2 運用管理体制 省エネ 5.0 0.50 - -

集合住宅の評価 - - - -

4.1 モニタリング 省エネ - - - -

4.2 運用管理体制 省エネ - - - -

LR2 資源・マテリアル
－

0.30 - - 4.8

1 水資源保護 4.6 0.20 - - 4.6

1.1 節水 4.0 0.40 - -

1.2 雨水利用・雑排水等の利用 5.0 0.60 - -

1 雨水利用システム導入の有無 5.0 0.70 - -

2 5.0 0.30 - -

2 非再生性資源の使用量削減 5.0 0.60 - - 5.0

2.1 材料使用量の削減 省資源 5.0 0.10 - -

2.2 既存建築躯体等の継続使用 省資源 5.0 0.20 - -

2.3 躯体材料におけるリサイクル材の使用 省資源 5.0 0.20 - -

2.4 省資源 5.0 0.20 - -

2.5 持続可能な森林から産出された木材 省資源 5.0 0.10 - -

2.6 部材の再利用可能性向上への取組み 省資源 5.0 0.20 - -

3 汚染物質含有材料の使用回避 4.5 0.20 - - 4.5

3.1 有害物質を含まない材料の使用 5.0 0.30 - -

3.2 フロン・ハロンの回避 4.3 0.70 - -

1 消火剤 省資源 4.0 0.33 - -

2 発泡剤（断熱材等） 省資源 5.0 0.33 - -

3 冷媒 省資源 4.0 0.33 - -

LR3 敷地外環境
－

0.30 - - 4.8

1 地球温暖化への配慮 省資源 5.0 0.33 - - 5.0

2 地域環境への配慮 4.9 0.33 - - 4.9

2.1 大気汚染防止 省資源 5.0 0.25 - -

2.2 温熱環境悪化の改善
省資源

緑化

雪処理

5.0 0.50 - -

2.3 地域インフラへの負荷抑制 4.7 0.25 - -

1 雨水排水負荷低減 省資源 5.0 0.25 - -

2 汚水処理負荷抑制 4.0 0.25 - -

3 交通負荷抑制 5.0 0.25 - -

4 廃棄物処理負荷抑制
省資源
雪処理

5.0 0.25 - -

3 周辺環境への配慮 4.6 0.33 - - 4.6

3.1 騒音・振動・悪臭の防止 4.3 0.40 - -

1 騒音 5.0 0.33 - -

2 振動 5.0 0.33 - -

3 悪臭 3.0 0.33 - -

3.2 風害、砂塵、日照阻害の抑制 4.7 0.40 - -

1 風害の抑制 5.0 0.70 - -

2 砂塵の抑制 1.0 - - 

3 日照阻害の抑制 4.0 0.30 - -

3.3 光害の抑制 5.0 0.20 - -

1 5.0 0.70 - -

2 5.0 0.30 - -昼光の建物外壁による反射光（グレア）への対策

屋外照明及び屋内照明のうち外に漏れる光への対策

雑排水等利用システム導入の有無

躯体材料以外におけるリサイクル材の使用

－

－

 

図 4.12.3 スコアシート画面例（２/２） 

 

採用対策を具体的に記入 
（水色部分の記入は必須） 
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13 評価結果表示シート  

図4.13.1に評価結果表示シートを示す。評価結果表示シートでは、Q（建築物の環境品質）と

LR（建築物の環境負荷低減性）さらにBEE（建築物の環境効率）、LCCO2排出率の結果がグ

ラフと数値で表示される。 

  

【表示内容】 

1 建物概要 

 

 

 

 

2 CASBEEの評価結果 

2-1 BEE（Q／L）の 

評価結果 

2-2 ライフサイクル CO2 

（温暖化影響チャート） 

2-3 レーダーチャート 

 

2-4 一次エネルギー 

消費量の評価 

（BEI、BEIm） 

 

 

 

 

3 設計上の配慮事項 

 

 

 

 

 

 

図 4.13.1 CASBEE 札幌の評価結果表示シート（出力例） 
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評価結果表示シートの詳細を以下に示す。 

 

項 目 内 容 

1 建物概要 評価建築物の概要 

2  CASBEEの評価結果 グラフによる評価結果表示 

 
2‐1 建築物の環境効率（BEE ランク＆チャート） Q､L の評価結果と BEEの表示 

赤星によるランク表示 

 

2-2 ライフサイクル CO2 （温暖化影響チャート） リファレンス建物と評価建物の LCCO2

表示 

緑星によるランク表示 

2‐3 レーダーチャート 分野ごとの評価結果をﾚｰﾀﾞｰﾁｬｰﾄ表示 

2‐4 一次エネルギー消費量の評価 建物全体の省エネ性能の値（BEI、

BEIm）を表示 

 

2‐5 

 

バーチャート 分野ごとの評価結果を棒グラフ表示 

 「Q：建築物の環境品質」における評価結果 

「LR:建築物の環境負荷低減性」における評価結果 

3 設計上の配慮事項  

 

1 建物概要 

メインシート１）の「1 建物概要」部分の情報、建物名称や用途、場所、規模、構造など、プロジェ

クトの概要が自動表示される。 

 

2 CASBEEの評価結果 

建築物自体に関わる環境性能評価項目の評価結果を表示する欄である。この欄は、スコアシー

トで集計された各採点項目の入力結果を基にグラフ表示される。 

各評価項目のスコアは、小数点以下2桁目を切り捨て処理された数値が表示される。なお、各

項目のスコア算出にあたっては、有効桁数の処理（丸め）を行っていない数値をもとに集計を行

う。 

 

2-1 建築物の環境効率（BEE：Built Environment Efficiency） 

Q（建築物の環境品質）とL（建築物の環境負荷）の評価結果から算出される「建築物の環境効

率：BEE」を表示する。QとLの値はそれぞれQ分野の総合得点SQおよびLR分野の総合得点

SLRから導かれるが、表の右側にBEEおよびQとLの計算式を示す。ここで、まず分子のQは建

築物の環境品質の得点SQ（1点～5点）をQのスケールである0～100の数値に変換するため、

Q＝25×（SQ－1）と定義する。一方、分母のLは、環境負荷低減性の得点SLR（1点～5点）を

やはり環境負荷Lのスケールである0～100の数値に変換するため、L＝25×（5－SLR）と定義

する。 

BEEは、小数点以下2桁目を切り捨て処理された数値が表示される。なお、BEE算出にあたって

は、有効桁数の処理（丸め）を行っていない数値をもとに最終的なBEEまでの計算を行う。 

図Ⅰ.3.15の下は、縦軸にQ、横軸にLをとってBEEを表示したグラフで、原点（Q=0、L=0）および

Q値とL値の座標点を結ぶ直線の傾きがBEE値を示す。Q値が高く、L値が低いほどこの傾斜が

大きくなり、よりサステナブルな性向を持った建築物と評価できる。CASBEEでは、この傾きに従

ってC（劣っている）からB－、B＋、A、S（大変優れている）の５ランクに分割される領域によって建
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築物の総合的な環境性能評価結果をランキングする。図Ⅰ.3.16の上は、各段階を赤星の数で

示したものである。 

 

2-2 ライフサイクルCO2 （温暖化影響チャート） 

参照値と評価対象のLCCO2が棒グラフで表示される。参照値におけるLCCO2排出量を100％し

たときの評価対象の排出率（％）が表示される。 

・ ① 参照値（省エネ法の建築主の判断基準に相当する省エネ性能などを想定した標準

的な建物のLCCO2） 

・ ② 評価対象建物のLCCO2：建築物での取組み（エコマテリアルや建物の長寿命化、省

エネルギーなどの取組み）を評価した結果 

・ ③ 上記＋②以外のオンサイト手法（敷地内の太陽光発電など）を利用した結果 

・ ④ 上記＋オフサイト手法（グリーン電力証書、カーボンクレジットの購入など）を利用した

結果 

なお、標準計算においては、③と④は同じ数値が表示される。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4.13.1  2-1 の拡大（BEE と赤星による表示） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図 4.13.1  2-2 の拡大（ライフサイクル CO2 と緑星による表示） 

 

2-3 レーダーチャート 

さらに、Q1からLR3まで6分野毎の得点が左上のレーダーチャートに一括して示され（図Ⅰ.3.18）、

対象建築物における環境配慮の特徴が一目でわかるようになっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4.13.1  2-3 の拡大（レーダーチャートによる表示） 
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2-4 一次エネルギー消費量の評価 

「計画書」シートの建築全体のBEI、BEImが表示され、省エネ性能がわかるようになっている。 
 

 

図 4.13.1  2-4 の拡大（一次エネルギー消費量の表示） 

 

2-5 バーチャート 

Q（建築物の環境品質）は、表の上欄に「Q1室内環境」、「Q2サービス性能」、「Q3室外環境（敷

地内）」の分野ごとの評価結果が棒グラフで表示される。また、LR（建築物の環境負荷低減性）

は表の下欄に、「LR1エネルギー」、「LR2資源・マテリアル」、「LR3敷地外環境」の評価結果が

同様に表示される。 

 

 

図 4.13.1 「評価結果表示シート」 2-5 の拡大（バーチャートによる表示） 

 
 

3 設計上の配慮事項 

評価建物の環境配慮の全体像を第三者が把握し易くするために、環境配慮設計における配慮

事項を表示する。配慮事項記入シートの、「総合」、「省エネルギー」、「省資源」、「緑化」、「雪処

理」の各欄に記述された内容がそのまま表示される。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4.13.1 「評価結果表示シート」 3 設計上の配慮事項
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14 CASBEE 札幌評価ソフトにおける留意点  

CASBEE札幌においては標準計算に加え、個別計算として評価者自身が詳細なデータ収集と

計算を行って精度の高いLCCO2を算出した場合、評価結果の一部とすることができることとして

いる。具体的には、評価結果表示シートの「2-2 ライフサイクルCO2 （温暖化影響チャート）」に

計算値と、緑星による表示がされる。なお、個別計算の結果は、「LR-3 1.地球温暖化への配

慮」およびBEEには反映されない。 

LCCO2を個別計算によって求めた場合、以下の点に留意する。 

・ １） 評価者はメインシートにおいて、１）概要入力②評価の実施の「LCCO2計算」の欄で

「個別計算」をプルダウンメニューから選択する。 

・ ２） LCCO2の算定条件については、これを明記する。評価ソフトにおいては、「LCCO2算

定条件シート（個別計算）」に算定条件を入力する。 

・ ３） LCCO2の個別計算値は「LCCO2算定条件シート（個別計算）」に評価者自身が入力

する。建設段階、修繕・更新・解体段階、運用段階の各段階について、「参照値」（基準とな

る建物＝全ての評価項目でレベル３相当）と「評価対象」のCO2排出量をkg-CO2/年㎡で入

力する。 

・ ４） 個別計算を用いた場合のライフサイクルCO2（温暖化影響チャート）については、グラ

フの背景が着色表示され、標準計算での結果でないことがすぐに判別できるようにしている。 

 

なお、オフサイト手法の計算に関する詳細は補助資料を参照のこと。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

(a)標準計算での結果表示                  (b)個別計算での結果表示 

 

図 4.14.1 個別計算における LCCO2（温暖化影響チャート）の表示例 

2-2 ライフサイクルCO2 (温暖化影響チャート）

標準計算

このグラフは、LR3中の「地球温暖化への配慮」の内容を、一般
的な建物（参照値）と比べたライフサイクルCO2 排出量の目安
で示したものです

1

2

3

4

5
Q2 サービス性能

Q3 室外環境
(敷地内)

LR3 
敷地外環境

LR2 資源・

マテリアル

LR1 
エネルギー

Q1　
室内環境①参照値

30%: ☆☆☆☆☆  60%: ☆☆☆☆  80%: ☆☆☆ 100%: ☆☆  100%超: ☆

（ kg-CO2/年・m2 ）

②建築物の取組み

③上記+②以外の

　オンサイト手法

0 40 80 120 160

建設 修繕・更新・解体 運用 オンサイ ト オフサイ ト

100%

86%

79%

79%
④上記+

　オフサイト手法

2-2 ライフサイクルCO2 (温暖化影響チャート）

個別計算

このグラフは、一般的な建物（参照値）と比べたライフサイク

ルCO2 排出量を評価者自身の計算（個別計算）により算出した
結果を示しています。LCCO2の算定条件等については、「LCCO2

算定条件シート（個別計算）」を参照されたい

1

2

3

4

5
Q2 サービス性能

Q3 室外環境
(敷地内)

LR3 
敷地外環境

LR2 資源・
マテリアル

LR1 
エネルギー

Q1　
室内環境①参照値

30%: ☆☆☆☆☆  60%: ☆☆☆☆  80%: ☆☆☆ 100%: ☆☆  100%超: ☆

（ kg-CO2/年・m2 ）

②建築物の取組み

③上記+②以外の

　オンサイト手法

0 40 80 120 160

建設 修繕・更新・解体 運用 オンサイ ト オフサイ ト

100%

69%

56%

44%
④上記+

　オフサイト手法
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15 重点項目評価結果表示シート  

 

図 4.15.1 に重点項目の評価結果表示シートを示す。評価結果表示シートでは、重点項目の

評価及び各項目のスコア計算の結果がグラフと数値で表示すると共に、設計上の配慮事項を

表示する。 

 

 

【表示内容】 

1 建物概要 

 

 

2 重点項目への取り組み 

2-1 重点項目の評価結果 

2-2 レーダーチャート 

 

 

 

 

 

 

3 CASBEE スコア 

 

 

 

 

 

 

 

4 設計上の配慮事項 

 

 

 

 

 

図 4.15.1 CASBEE 札幌 2016 年度版 重点項目の評価結果表示シート（出力例）
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重点項目の評価結果表示シートの詳細を以下に示す。 

項 目 内 容 

1 建物概要 評価建築物の概要 

2 重点項目への取り組み グラフによる評価結果表示 

 
重点項目のスコア 重点項目の評価結果を星印により

ランク表示 

 
レーダーチャート 重点項目ごとの評価結果をレーダ

ーチャート表示 

3 CASBEE スコア 既存の CASBEE スコアを集計して

算出したスコアを表示 

４ 設計上の配慮事項  

 
 

1 建物概要 

メインシート１）の「1 建物概要」部分の情報、建物名称や用途、面積、BEE値、BEEランク、総

合評価が表示される。 

 
 

2 重点項目への取り組み 

札幌市が重点項目として設定している「省エネルギー」「省資源等」「緑化」「雪処理」についての

評価結果を表示する欄である。「３．CASBEEスコア」の計算結果を元に星1つから星5つまでの5

段階で評価する他、各項目のレーダーチャートも表示する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

図 4.15.1 2-1 の拡大 （黄星および緑星による表示）  
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3 重点項目のCASBEEスコア 

既存のCASBEEスコアシートの数値を重点項目毎に集計し、点数を計算しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.15.1  3 の拡大（CASBEE スコア）  

 
 

 


